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論文の要旨 
 
急速な技術革新と環境変化が進行するグローバル社会において，大学や企業で育成すべ
き人材像は大きく変わりつつある．国際社会で通用する人材に必要な資質や行動特性（グロ
ーバル・コンピテンシー）について政府，産業界，教育機関が広く議論を行い，各大学は留
学制度の拡充やキャンパスの国際化を積極的に展開してきた．そしてそれらの国際プログ
ラムが多様化するに伴い，量的拡大から質の保証へと重点が移行し，教育目標となるコンピ
テンシーの具体化と，従来の知識・技術伝達型教育とは異なる新たな評価手法が求められて
いる． 
 このような観点から，本研究は実社会で求められるグローバル・コンピテンシーを具体化
して評価手法を提示するため，技術者教育の分野に焦点を当てて調査を行い，その開発と評
価のモデルを作成した． 
 
本論文は，まずこの分野で先駆的な実績を有する米国の先行研究からその変遷と議論を
総括し，理工系人材のグローバル・コンピテンシーを knowledge，skills，attitudes，identity
の 4 領域に分類した．また，その範囲が knowledge，skills の修得から attitudes，identity の
向上へと段階的に広がったことを指摘している．合わせて，コンピテンシーの変化に伴って
多様化したアセスメント手法を整理し，コンピテンシー項目との関係図を作成した． 
 次に，日本企業への量的・質的調査を通じて国際業務の現場で必要とされる具体的なコン
ピテンシー項目を抽出した．量的調査では米国の先行研究に基づくコンピテンシー15 項目
の日本版調査票を作成し，131 人の技術系事業部管理職から回答を得た．コンピテンシー重
要度の日米比較からは，米国が専門性を最重要視するのに対し，日本側は専門性と併せて異
文化理解やコミュニケーションといったグローバル項目も重要と見なしていることがわか
った．質的調査では 14 名の国際業務経験者へインタビューを行い，海外の現場では特に論
理展開力，調整力，異文化多様性の受容と知的好奇心，探求心，行動力が求められているこ
とを示した．一方，日本人理工系学生 347 人にも同様の調査を実施し，企業の重視項目と
学生の修得項目にギャップが生じていないことが明らかとなった．またグローバル項目の
認識向上には英語力以上に知識や技術の交換や適用を伴う国際経験＝国際プログラムへの
参加が影響していることが示唆された． 
 これらの議論を踏まえ，理工系人材に求められるグローバル・コンピテンシーの概念図を
まとめ，①knowledge と skills の修得と②国際プログラムを通じた実践，③異文化多様性や
社会課題との接触による attitudes と identity の向上，④振り返りによる knowledge や skills
の再修得の動機付け，とする 4 段階の循環からコンピテンシーの開発と強化がもたらされ
ることを示した． 
続いて，コンピテンシー調査によって重要度が高いと認められた異文化多様性適応につ
いて，心理学で用いられているアセスメント・ツール MGUDS-S の日本版を作成し，日本
ii 
 
人理工系学生 353 名と日本人技術系海外業務経験者 35 名に調査を行った．そこから，国際
プログラムに参加した学生が海外業務経験者に近い適応度を示したのに対し，観光旅行の
みの経験しかない学生は国際経験を持たない学生と同程度の適応度に留まることが明らか
となった．また，ここで回答した国際プログラム経験を有する 111 人の 85％が 6 ヶ月未満
のプログラム参加者であることから，短期プログラムであっても学生の認識を変化させる
効果があることが示唆された．さらに，米国，ドイツ，ポーランドの理工系学生および多国
籍実務家との国際比較も実施し，日本人学生も国際プログラムを経験することで異文化多
様性適応度が態度・認識の両面で欧米の学生と同レベルまで向上することが示された．ただ
し，感情面での適応度については日本人海外業務経験者と日本人学生がともに他のグルー
プに比べて低い値に留まることがわかった． 
さらに本論文では，グローバル・コンピテンシーの開発・評価を試みたひとつの事例とし
て多国籍・多分野・地域連携 PBL を取り上げ，そのプログラムデザインを解説し，複数の
アセスメント結果を組み合わせて分析を行った．同プログラムはシステム工学を基礎とし
て多様性を有するメンバーとプロジェクトチームを組んで社会課題の解決に挑むものであ
り，その経験を通じて課題解決やコミュニケーション，リーダーシップといった参加者のコ
ンピテンシー認識が向上することが示された．また，チームメンバーによるコンピテンシー
評価と社会人基礎力（PROG テスト），英語力（TOEIC L&R テスト，CEFR-based Can-do 
List），国際経験の関係を分析したところ，相互行為に関わる言語コミュニケーション能力
の強化と国際協働作業の経験がコンピテンシーの発揮を促進することが示唆された． 
本論文では，以上の研究の成果として，knowledge，skills，attitudes，identity の修得→実
践→向上→振り返りの循環から新たな評価視点を提示し，理工系人材のグローバル・コンピ
テンシーの開発と評価のモデルを作成するとともに，今後の課題を示している． 
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第 1 章 
序論 
 
 
1.1 研究の背景および目的 
急速な技術革新と環境変化が進行するグローバル社会において，大学や企業で育成すべ
き人材像は大きく変わりつつある．技術者教育の分野では，社会課題の解決のために新たな
価値を持った製品やサービスを創り出せる人材を目標として，専門知識と技術の修得に加
えコミュニケーションやリーダーシップといったソフトスキルの開発が課題となっている．
その背景には，日本企業の事業範囲が国内から海外へと広がり，同時に海外から日本社会へ
人や物，サービスが大量に流入している状況がある．日本貿易振興機構が 2017 年度に実施
した日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査では，57％の企業が海外事業の拡大
を図るとの方針を示し，海外拠点を有する企業の 67.8％が現地人材を幹部（代表取締役、取
締役、部課⾧級、研究開発職）に登用していると回答した [ジェトロ 2018]．同調査によれ
ば国内拠点で外国人を雇用している企業の割合は 45.4％で，企業規模別の数字では大企業
の 72.7％、中小企業の 39.1％となっている．また経済産業省の 2017 年外資系企業動向調査
では，日本での今後の事業展開について、「事業の拡大を図る」と回答した企業は 57.8％で
前年調査比 2.3 ポイント増とのことである[経産省 2018]．これらのデータから企業活動の
グローバル化は今後も進展することが見込まれ，理工系人材も国内外を問わず，異文化に囲
まれ価値観や習慣の異なる人々と協働して業務にあたる場面が増加していくと考えられる． 
 
 国際社会で通用する人材に必要な資質や行動特性（グローバル・コンピテンシー）につい
ては，これまでも行政，産業界，教育機関で広く議論されてきた．政府内に設置された「グ
ローバル人材育成推進会議」は，2011 年 6 月の「中間まとめ」のなかで「グローバル人材」
の概念として「要素Ⅰ： 語学力・コミュニケーション能力，要素Ⅱ： 主体性・積極性、チ
ャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感，要素Ⅲ： 異文化に対する理解と日本人
としてのアイデンティティー」をあげ，この他に「幅広い教養と深い専門性、課題発見・解
決能力、チームワークと（異質な者の集団をまとめる)リーダーシップ、公共性・倫理観、
メディア・リテラシー」等が求められるとしている[グローバル人材育成推進会議 2011]．
また同時期に日本経済団体連合会から「グローバル人材育成に向けた提言」が出され，産業
界からの要請として「グローバル人材に求める素質、能力としては、社会人としての基礎的
な能力に加え、日々、変化するグローバル・ビジネスの現場で、様々な障害を乗り越え、臨
機応変に対応する必要性から「既成概念に捉われず、チャレンジ精神を持ち続ける」姿勢、
さらに、多様な文化・社会的背景を持つ従業員や同僚、顧客、取引先等と意思の疎通が図れ
る「外国語によるコミュニケーション能力」や、「海外との文化、価値観の差に興味・関心
を持ち柔軟に対応する」こと」を掲げている[経団連 2011]．しかしながら，これらの議論
2 
 
は学問領域や事業分野を特定しないため一般的になりやすく，期待される資質能力や教育
活動が見えにくいとの指摘もある[德永 2011]．  
 このような状況下で，各大学では「グローバル人材」の育成を図るため個々に教育目標を
設定し，留学制度の拡充やキャンパスの国際化を展開してきた．そして国際プログラムが増
加し多様化するに伴い，量的拡大から質の保証へと重点が移行している．ただし，国際プロ
グラムは従来の知識伝達型教育に比べて学修成果の評価が難しく，特に異文化体験を通じ
て気づきや学びを促す短期プログラムのアセスメントは試行錯誤が続いている[私大連
2018]． 
 
 これに対して本研究は，技術者教育の分野に焦点を当て，実社会で求められる理工系人材
のグローバル・コンピテンシーを明確化し，その開発と評価のモデルを提示することを目的
とする． 
そのために，まず米国で蓄積されたグローバル・コンピテンシーの先行研究を辿り，拡散
状態にある定義と評価方法を整理する．続いて，その結果を基に日本人理工系学生と技術系
実務経験者を対象に調査を実施し，コンピテンシーに対するそれぞれの認識を確認すると
ともに，実社会のニーズを踏まえた評価項目を導き出す．またこれに合わせ，国際経験や語
学レベルとコンピテンシー認識との相関を検証する．さらにそれを受けて国際プログラム
のひとつのモデルとして芝浦工業大学システム理工学部および同大学院理工学研究科にて
実施された多国籍・多分野・地域連携 Project Based Learning (PBL)を取り上げ，そのプロ
グラムデザインとアセスメント結果を検証した． 
 
 
1.2 本論文の構成 
 本論文は前半と後半の 2 つのパートで構成されている．前半は先行研究レビューおよび
学生調査と企業調査を踏まえて実社会で求められているグローバル・コンピテンシーを導
き出した．後半では前半で導き出されたグローバル・コンピテンシーを開発し評価する事例
として国際プログラムのデザインとアセスメント手法を検証し，理工系人材のグローバル・
コンピテンシーの開発と評価のモデルを作成した．本論文の構成の流れを図 1.1 に表し，以
下に各章の内容を解説する．また本論文の研究年表を表 1.1 に示す． 
 
 まず，本章に続く第 2 章の先行研究レビューでは，コンピテンシーの概念整理をした上
で，グローバル・コンピテンシー研究を先駆的かつ実践的に行ってきた米国での主要論文を
レビューし，初期から現在に至るまでのコンピテンシーの変遷とアセスメントの実践を辿
る．これを踏まえてコンピテンシー項目を整理し，アセスメント・ツールとの関係を図式化
した．また先行研究の課題を明らかにし，本論文の位置づけを確認する． 
3 
 
図 1.1 本論文の構成 
 
 第 3 章は国際業務に携わる技術系人材に求められるコンピテンシーを量的調査と質的調
査の両面で検証した．質的調査では，米国の先行研究により導き出されたコンピテンシー15
項目についてアンケートを実施した．日本人理工系学生の修得度を自己評価にて調査する
とともに，同項目を企業側が重視する度合いを技術系事業部の管理職を対象とした調査か
ら明らかにした．また企業ニーズの日米比較を行い，海外における日本企業の立ち位置とそ
こで求められる人材像を検討した．さらに調査結果を企業規模別に分析し，日本企業の人材
育成方針についての先行研究を踏まえた考察を行った． 
質的調査としては，日本企業や政府系機関で国際業務に携わった経験のある技術者・実務
家を対象にインタビューを実施した．海外の現場でどのような人材が求められ，どのような
コンピテンシーを強化すべきなのか，実際の経験に基づく回答が得られた．そしてこれらの
調査結果から，日本人理工系人材に求められるグローバル・コンピテンシーとそれを開発・
強化する国際プログラムの位置付けを概念図にまとめた． 
 
 第 4 章では，前章で日本企業から重視されていることが示された異文化多様性適応につ
いて，MGUDS-S を用いた調査の結果を分析する．同調査は日本人理工系学生および技術
系実務経験者を対象に実施し，学生の国際経験や語学レベルを踏まえて調査結果を検証し
た．また，MGUDS-S 先行研究から日米欧の国際比較を行い，日本人理工系人材の特性を明
らかにするとともに，国際プログラム経験と異文化多様性適応向上の関係を示した． 
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 第 5 章では，前半で導き出されたグローバル・コンピテンシーを開発するためのプログ
ラムとして，多国籍・多分野・地域連携 PBL の企画設計と評価手法について論じる．同 PBL
は，正課科目で修得した専門知識や技術の応用力を養うだけでなく，多様なバックグラウン
ドを有するチームメンバーと協働してプロジェクトに取り組むなかで視野の拡大や異文化
適応力の向上を図り，さらに連携企業・自治体から与えられた課題に対峙することで社会の
現状を知り，そこで技術者としての自らの役割を認識できるようにデザインされた．さらに
参加者の学修成果を測定するために複数のアセスメント・ツールを導入している．本章では
同プログラムのデザインを解説し，アセスメント結果についても検証する． 
 
 第 6 章は多国籍・多分野・地域連携 PBL の評価手法について論じる．チームメンバーに
よる Learning Outcomes の相互評価をパフォーマンスの評価指標とし，社会人基礎力や語
学力，国際経験との相関から評価結果を分析した．そこから，プログラムの評価において複
数のアセスメント結果を組み合わせた多面的分析の有用性を示した．また第 3 章の概念図
に評価の視点を加え，理工系人材のグローバル・コンピテンシーの開発と評価のモデルを作
成した． 
 
そして第 7 章において本論文のまとめとして研究成果を再確認し，今後の課題を論じる． 
 
   
表 1.1 本論文の研究年表 
 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 
第 2 章   
口頭発表 J[3] 
口頭発表 E[4] 
査読論文 J[4]  
第 3 章   
ｱﾝｹｰﾄ調査実施 
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ調査実施 
第 4 章   ｱﾝｹｰﾄ調査実施 
国際会議発表 E[2] 
口頭発表 E[5] 
 
 
第 5 章 PBL 実施 
口頭発表 E[1] 
査読論文 J[1] 
査読論文 J[2]   
第 6 章  PBL 実施 
口頭発表 J[2] 
国際会議発表 E[1] 
査読論文 J[3] 査読論文 J[5] 
各研究業績の末尾のアルファベットは使用言語（E=英語，J=日本語），[ ]の数字は本稿 109-110 頁「本研
究に関する筆者発表論文等」に表記したリスト番号を表す． 
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第 2 章 
グローバル・コンピテンシーに関する先行研究 
 
 
2.1 グローバル・コンピテンシー評価とアセスメント手法の開発 
 近年のグローバル化の進展に伴い，急速な社会環境の変化や国境を越えた相互依存関係
の深化に対応できる人材の育成が課題となっている．高等教育の分野では，このような動き
を受けてグローバル・コンピテンシーの育成を教育目標に取り入れる動きが進んだ．欧州で
は European Commission の助成を受けた Modularising Multilingual and Multicultural 
Academic Communication Competence (MAGICC)プロジェクトが言語コミュニケーショ
ンを中心とした学部・修士レベルの学修成果指標を作成し，アセスメントへの活用を促した
[MAGICC2011] ． 北 米 に お い て は Association of American Colleges and Universities 
(AAC&U)が VELUE Rubric 開発プロジェクトのなかで Global Learning VALUE Rubric を
作成し，6 つの評価項目を設定した（表 2.2 の①）[AAC&U2010]．また，異文化適応度の
測 定 の た め に Belief, Events, and Values Inventory (BEVI) [Shealy2016] や Global 
Perspective Inventory (GPI) [Braskamp2010]，Intercultural Development Inventory (IDI) 
[Hammer2003]といったツールが開発され，各国の教育機関で学修成果アセスメントに利用
されてきた．さらに世界的な動きとしては，OECD が 2018 年の「生徒の学習到達度調査」
（PISA2018）でグローバル・コンピテンシーを測定する方針を示し，国際的な課題に関す
る理解や文化的多様性・寛容性に対する態度についての評価枠組みを公表している（表 2.2
の②）[OECD2017]． 
 一方，技術者教育の領域においては 1990 年代半ばから米国を中心にグローバル化対応の
ための教育改革が提起され，1996 年に Accreditation Board for Engineering and Technology 
(ABET)がグローバル・イシューへの対応を Engineering Criteria 2000 に盛り込んだ
[ABET1996]．これを受けて米国の各大学は global study 科目や学生の海外派遣といった国
際プログラムの導入を図り，その教育目標や学修成果の測定について多くの研究が報告さ
れてきた． 
しかしながら，そこで論じられてきたグローバル・コンピテンシーの定義やアセスメント
手法は各機関が個々に設定および実施したものであり，体系的な蓄積は必ずしも十分に行
われていない．また，Global Learning VALUE Rubric や BEVI, GPI, IDI のような専門分野
を特定しない汎用的な指標，アセスメント手法との比較の点から技術者教育に求められる
グローバル・コンピテンシーの特質を論じるものも少ない．そこで本章では，まず議論の前
提としてコンピテンシーの概念を整理した上で，米国で先駆的に展開されてきた技術者教
育におけるグローバル・コンピテンシーの主要研究の変遷とアセスメントの事例を検証し，
その関係を図式化するとともに，今後の研究課題について考察する． 
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2.2 コンピテンシーの概念 
今日の日本において，コンピテンシーあるいはコンピテンスという用語は，人的資源管理
等のビジネス領域，また経営学や教育学，看護学等の複数の学術分野で使用されている[加
藤 2011][西 2017]．その概念は 1950 年代に心理学から発しており[White1959]，そこでコ
ンピテンスは「環境と効果的にかかわりたいという内発的な欲求」であると説明された．そ
の後 1973 年に McClelland が知能テストに代わる評価概念としてコンピテンスを捉え，前
者には読解力，文章力，計算力が含まれ，コミュニケーション力，忍耐力，適切な目標設定，
自 我 の 発 達 と い っ た パ ー ソ ナ リ テ ィ に 関 わ る も の が 後 者 に あ て は ま る と し た
[McClelland1973]．またその測定においては，評価対象となる個人の行動を分析することと
し，事前に設定された答えを選択するような反応的行動だけでなく突発的に生じた状況に
対し自発的にとる行動も考慮し，結果として現れた行動だけでなくその裏にある思考パタ
ーンにも焦点を当てなければならない，と論じられている． 
この考えは，社員の知能レベルと実際の業務能力の非対称性という課題を抱えていたビ
ジネスの世界で親和性が高く，1980～1990 年代に人事管理の領域で多くの調査や研究が行
われた[Boyatzis1982] [Prahalad and Hamel1990] [Spencer and Spencer1993]．学術分野で
は心理学から経営学や教育学，看護学へと広がり，日本でも 2000 年代に入るとそれらの分
野でコンピテンスもしくはコンピテンシーの概念を取り上げた論文が増加している[西
2017]． 
なお，米国においては 1990 年代に入るとコンピテンスという用語は使われなくなり，コ
ンピテンシーに置き換わっている[加藤 2011]．本章では次節以降で技術者教育におけるグ
ローバル・コンピテンシーの先行研究を取り上げるが，そこでもコンピテンスとコンピテン
シーの両方の使用が見られる．ただしそれらの議論において両者の意味的な違いは認めら
れないため，先行研究からの引用部分は原文の表記とし，それ以外の部分では「コンピテン
シー」に統一する． 
 
 本論文の前提としてコンピテンシーの概念整理を行うにあたり，各領域でコンピテンシ
ーが示すものはそれぞれ異なり共通の定義は得られていない[西 2017]ため，ここでは理工
系人材の育成という観点から教育学のコンピテンシー概念に絞って整理する． 
教育におけるコンピテンシーの議論は，米国の教員養成改革を機に 1960 年代に始まり，
70 年代の「コンピテンス基盤型教育」改革へとつながり，その後産業界との連携における
アプローチとして広がった[黄 2011]．当初は職業訓練の分野で特定の職業や職務に必要な
行動的側面として論じられていたものが，1980 年代の米国で業務遂行に必要な技術や能力
を指すソフト・スキルやジェネリック・スキルの意味合いが含まれた．続いて英国やオース
トラリアでは，雇用との関係から高等教育が議論されるなかで，企業が求める汎用的スキル
（英国教育技能省は「聞く・話すを含んだコミュニケーション」，「数量的概念の活用」，「情
報通信技術」，「チームワーク」，「自身の学習と能力の向上」，「問題解決」と設定）をコンピ
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テンシーと捉え，学修成果として重視するようになった[西 2017]． 
また，教育学においてコンピテンシーの測定が大規模に行われた事例では，OECD が 1997
年からスタートした DeSeCo プログラムと，欧州のボローニャ・プロセスのなかで展開さ
れたチューニングアカデミープロジェクトがある[松下 2010]．それぞれのコンピテンシー
の概念については表 2.1 のとおりである．DeSeCo ではコンピテンシーにスキルは含まれな
いが，チューニングアカデミーにはスキルが含まれており，「統合的コンピテンス」の獲得
には「道具的コンピテンス」と「対人的コンピテンス」の修得が必要とされる[松下 2010]． 
 
表 2.1 教育学におけるコンピテンシーの概念 
 定義 含まれるもの 
OECD  
DeSeCo 
（キー・コン
ピテンス） 
ある特定の文脈における複雑
な要求に対し，心理社会的な
前提条件（認知的側面・非認
知的側面の両方を含む）の結
集（mobilization）を通じて
うまく対応する能力 
 相互作用的道具活用力（言語，記号の
活用，知識や技術の活用，技術の活
用） 
 反省性（共同する力，問題解決力） 
 自律的活動力（大きな展望，人生設計
と個人的プロジェクト，権利・利害・
限界や要求の表明） 
 異質な集団での交流力（人間関係力，
共同する力，問題解決力） 
チューニング 
アカデミー 
知識，理解，技能，能力が有
機的に結合したもの 
 道具的コンピテンス：認知能力，方法
論的能力，技術的能力，言語能力） 
 対人的コンピテンス：社会的技能（社
会的交流・協調）などの個人の能力 
 統合的コンピテンス：システム全体に
関わる能力・技能 
出典：[松下 2010]および[西 2017] 
 
以上のように，教育学においてもコンピテンシーの概念は「多様なアプローチが混在
し，定義が混乱」しており，「抽象化が進んだ結果，教育現場での運用が課題となってい
る」とされる[西 2017]．本論文においては，DeSeCo とチューニングアカデミーの定義を
踏まえ，コンピテンシーのなかに知識や理解，技能等のスキルと，それを活用して現実の
要求に対応する行動的側面の能力の双方が含まれる立場をとり，次節以降の議論につなげ
ることとする． 
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表 2.2 グローバル・コンピテンシーの定義・指標の変遷 
（①・②は分野を特定しないもの，③～⑨は技術者教育における議論） 
① AAC&U (2010) 
Global Learning  
VALUE Rubric 
(1) global self-awareness, (2) perspective taking, (3) cultural diversity, (4) personal and 
social responsibility, (5) understanding global systems, (6) applying knowledge to 
contemporary global contexts 
② OECD (2017) 
Dimensions of 
global competence 
(1) analytical and critical thinking (ability to interact respectfully, appropriately and 
effectively, empathy, flexibility), (2) knowledge and understanding of global issues, (3) 
intercultural knowledge and understanding, (4) openness towards people from other cultures, 
(5) respect for cultural otherness, (6) global-mindedness, (7) responsibility, (8) valuing 
human dignity, (9) valuing cultural diversity 
③ NRC Report（1999） 
Global engineering skill set 
(1) language and cultural skills, (2) teamwork and group dynamic skills, (3) knowledge of 
the business and engineering cultures of counterpart countries, (4) knowledge of 
international varieties in engineering education and practice 
④ Lohmann et al.（2006） 
Global competence 
(1) second language proficiency, (2) comparative global knowledge, (3) intercultural 
assimilation, (4) disciplinary practice in a global context 
⑤ Downey et al.（2006） 
Learning outcomes for  
global competency 
(1) knowledge of the similarities and differences among engineers and non-engineers from 
different countries, (2) ability to analyze how people’s lives and experiences in other 
countries, (3) predisposition to treat co-workers from other countries as people who have 
both knowledge and value 
⑥ Parkinson（2009） 
Dimensions/attributes 
of global competence 
(1) appreciate other culture, (2) communicate across cultures, (3) familiar with the history, 
government and economic systems, (4) speak a second language (conversational), (5) speak 
a second language (professional), (6) proficient working in or directing a team of diversity, 
(7) effectively deal with ethical issues arising from cultural/national differences, (8) 
understand cultural differences relating to product design, manufacture and use, (9) 
understand the connectedness of the world, (10) understand implications of cultural 
differences, (11) exposure to international aspects of topics, (12) practice engineering in a 
global context, (13) view of  “citizens of the world” as well as citizens of particular country 
⑦ Warrick （2010） 
Engineering global 
competency items 
(1) exhibit a global mindset, (2) appreciate and understand different cultures, (3) demonstrate 
world and local knowledge, (4) communicate cross-culturally, (5) speak more than one 
language including English, (6) understand international business, law, and technical 
environment, (7) live and work in a transnational engineering environment, (8) work on 
international teams 
⑧ Jesiek et al.（2013) 
Categories for attributes  
for global competence 
(1) technical and professional attributes – communication and teamwork skills, domain-
specific technical expertise 
(2) global professional attributes – foreign language proficiency, intercultural competence, 
historical and cultural knowledge 
(3) Global Engineering Competency (GEC) – technical coordination in cross-cultural 
context, understanding and negotiating engineering cultures, navigating ethics, standards, 
and regulations 
⑨ Streiner et al.（2015) 
Engineering global 
competency items 
(1)～(8) ⑦に同じ (9) design a system, solution, or process to meet desired need within 
realistic constraints such as economic, environmental, social, political, ethical, health/safely 
manufacturability, and sustainability, (10) work on problems with a global scale/scope, (11) 
identify risks and formulate solutions/plans to mitigate risks 
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2.3 技術者教育におけるグローバル・コンピテンシーの定義 
 本節では，米国の技術者教育分野のグローバル・コンピテンシーの定義およびアセスメン
トに関する論文のなかから特に引用件数の多い先行研究を中心に取り上げ，その変遷を表
2.2 の③～⑨に整理した． 
まず，異文化環境で働く技術者にとって必要な能力を初めて具体的に示したものとして
多くの文献で紹介されるのが，1999 年の National Research Council (NRC)の調査報告書で
掲げられた global engineering skill set である[NRC1999]．そこでは語学力，チームワーク・
スキル， 海外の商工文化・技術者教育の多様性に関する知識が掲げられている（表 2.2 の
③）． 
続いて，2000 年代初めから副専攻の国際プログラム International Plan を全学で展開して
きた Georgia Institute of Technology (Georgia Tech)の Lohmann らは，その教育目標を設
定するにあたり，国際教育学で提唱される 3 項目（語学力，国際知識，異文化適応力）に加
え，技術者教育においてはそれらの 3 要素が互いに結びついていること，さらに「グローバ
ル環境下で自らの専門性を発揮する力が global competence である」と主張した（表 2.2 の
④）[Lohmann2006]．NRC の定義ではスキルと知識のみが示されたものに，異文化適応力
と専門性が加わっている． 
一方，Virginia Polytechnic Institute and State University の Downey らは，「課題のとら
え方が自らと異なる人々と協働するための知識・能力・素質を身につけること」をグローバ
ル・エンジニアとなるための基準とし，学修成果の指標として 3 つの項目を示した（表 2.2
の⑤）[Downey2006]．従来の定義に比べ，異分野や異文化への理解と尊重がより重視され
ているといえる． 
これ らの 先行 研究 を踏 まえ ，Brigham Young University (BYU)工学 部⾧ であ った
Parkinson は 13 項目の global competence をまとめ，大学教員，企業役員，政府・学会関係
者にアンケート調査を実施した[Parkinson2009]．この調査により重要度が高いと認められ
たものが表 2.2 の⑥で下線の引かれた 5 項目である． 
続いて，同じく BYU 工学部の Global Leadership Center でディレクターを務める Warnick 
は，先行事例のメタ・レビューから 8 つの engineering global competency items を抽出した
（表 2.2 の⑦）．そして ABET で求められる技術系コンピテンシー5 項目，学業成績と国際
業務経験の 2 項目を加えた全 15 項目のコンピテンシーを設定して調査を行っている
[Warnick2010]．調査では，国際業務経験を有する同大学工学部の卒業生にアンケートを行
い，各項目の重要度を聞いている．その結果明らかになったグローバル・コンピテンシーの
上位 2 項目（回答数全体の 90％以上が重要と回答）を実線，下位 2 項目（同 70％以下）を
点線による下線でそれぞれ表 2.2 の⑦に示している．なお Warnick が設定した 15 項目のコ
ンピテンシーについては本論文にて日本人学生および実務経験者に調査を実施した．詳細
は第 4 章にて述べる． 
Parkinson と Warnick の研究からは，語学スキルや政治経済・国際情勢等に関する知識よ
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りも，異文化を尊重しコミュニケーションを図る姿勢がより重視されていることがわかる．
また Warnick の engineering global competency 8 項目は 2015 年に Streiner らによって後
続調査が実施され，追加項目として「実社会の要請を踏まえたシステムデザイン」，「世界的
視野からの課題解決」，「危機管理対応」が盛り込まれており[Streiner2015]，グローバル化
の深化に伴う国際業務の実態をより明確に意識したコンピテンシーが求められるようにな
ってきたといえる． 
さらに，Purdue University では Jesiek ら School of Engineering Education のチームが
2012 年 7 月から 4 年間にわたり National Science Foundation の助成を受けたプロジェクト
Global Engineering Competency: Definitions, Development Paths, and Situational 
Assessment のなかで一連の論文を発表した[Jesiek2012] [Jesiek2013] [Mazzurco2013] 
[Jesiek2014]．彼らは，従来の技術者教育におけるグローバル・コンピテンシーに関する議
論のほとんどが（1）課題解決やコミュニケーション，チームワークといった「技術的・実
務的能力」，もしくは（2）言語力や異文化理解，グローバルな視野，海外の歴史文化に対す
る知識等の「国際的能力」のいずれかを個別に捉えていることを指摘するとともに，（3）両
者を統合して国際環境で発揮される技術的・実務的能力を Global Engineering Competency 
(GEC)と定義し，その研究と分析の必要性を主張した[Jesiek2013]． 
 
2.4 グローバル・コンピテンシーのアセスメント事例 
 米国の工科系大学・学部では，グローバル・コンピテンシーの育成と向上を図るプログラ
ムが展開されるなか，そのアセスメントについてもさまざまな手法の導入や開発が試みら
れてきた．本章では，先行研究をもとに各校で実施されてきたアセスメントを確認する． 
まず，各校で海外派遣プログラムが導入された初期の段階では，参加者の語学力の向上を
測るテストやプログラムに対する満足度アンケートが多く実施された[Lohmann2006]が，
これらの手法では思考や行動・態度を評価することはできなかった．これに対して，Georgia 
Tech をはじめとする多くの工科系大学は IDI を導入し，国際プログラム前後と参加経験の
有無による比較評価を行った．IDI は異文化に接した際の反応を 6 段階の発達度で測定する
ものであり，プログラム経験者の発達度が未経験者に比べて高くなることが期待されたが，
実際には Georgia Tech 以外の教育機関では明確な差異が見られない事例も多かった
[Shien2011]． 
一方，一方，Purdue University では Jesiek らが多様性への適応度を測定する Miville-
Guzman Universality-Diversity Scale short form (MGUDS-S) [Fuertes2000]をプログラムの
評価に取り入れた．彼らが同ツールを用いた理由として，他の異文化適応度診断テストのよ
うに指定の研修を修了した試験管理者を学内に配置する必要がないためライセンス・フィ
ーや受験費用が発生しない，質問が 15 項目に絞られており回答者の負担が少ないといった
点が述べられている．同研究チームによる調査対象は 1,000 人を超える工学専攻の米国人
学生と留学生 [Main2015]の他，international capstone project に参加した米国，ポーラン
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ド，ロシア，ドイツの工学部生[Sanger2017]にも及んだ．本論文第 4 章では日本人学生と実
務経験者を対象に調査を行い，欧米の調査結果との比較を試みている． 
さらに Jesiek らのチームは GEC の観点から，外国人技術者・管理職とのビジネス場面を
シナリオ化し，相手国の習慣や文化を踏まえてどのように対応するのが適切かを選択する
Situational Judgement Test (SJT)を独自開発し，日・中・印・独・仏・墨版を作成した．さ
らに加えて海外派遣中のブログやレポート，ルーブリック，インタビュー等の多様な手法を
用いて多面的な評価を試みている[Jesiek2014]．複数のアセスメント結果を組み合わせた分
析の有効性については本論文第 6 章で論じる． 
この他，この他，Massachusetts Institute of Technology では Teaching and Learning 
Laboratory が中心となって開発したシナリオ型アセスメント Intended Learning Outcomes 
(ILOs)や，独自設定のパフォーマンス指標を公表している[DeBore2013]．また，BEVI や
GPI といった異文化適応度のアセスメント・ツールは工科系に限らず米国内外の各大学で
広く導入されている．日本では広島大学が BEVI の日本語版（BEVI-j）を作成し，国際プロ
グラムの評価と質保証に取り組む国内の教育機関へ普及促進を図っている[西谷 2016]． 
以上のことから，グローバル・コンピテンシーのアセスメント手法は各教育機関それぞれ
の方針のもとで導入あるいは独自開発されている状況にあることがわかった．また，それら
は語学力や異文化適応度といった側面を個別に評価しているケースが多く，複数のアセス
メント結果からコンピテンシーを多面的に捉え，包括的な評価を行う取り組みはごくわず
かであるといえる． 
 
2.5 産学間のコンピテンシー・ギャップ 
 グローバル・コンピテンシーの先行研究には，その定義やアセスメントとともに，教育研
究機関と産業界の認識のずれ（competency gap）に注目するものも蓄積されている．具体的
には，大学教職員とグローバル企業経営層に同一のアンケート調査を実施して項目毎の重
要度の認識度合いを比較するもの[Parkinson2009]，企業調査を通じてニーズの高い項目を
導き出すもの[Warnick2010][Streiner2015]，グローバル環境下での実務に必要な能力に対
する学生の認識と修得状況の比較調査などがある[Streiner2016]．そのいずれにおいても大
学・学生と企業との間で求められる能力について認識の違いがあることが示され，実社会の
ニーズを重視した教育プログラムの提供の必要性を指摘している．すなわち，グローバル・
コンピテンシーの項目設定とアセスメントにおいても，実務の視点を取り入れることが重
要だといえる．この点は日本においても同様に指摘されており，日本経済団体連合会が実施
した企業アンケートの調査報告書でも，産学が連携してグローバルに通用する人材を育成
することが求められている[経団連 2015]． 
 
2.6 先行研究分析のまとめ：コンピテンシーとアセスメント手法 
 技術者教育におけるグローバル・コンピテンシーの定義について変遷を追った結果，初期
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段階で掲げられた skills，knowledge のような定量的な測定が可能な能力から，次第に異文
化・異分野に対する理解や尊重，グローバルな視点といった主体者の attitudes，identity へ
と項目が広がってきたことが明らかとなった．それらは専門分野を問わない汎用的なグロ
ーバル・コンピテンシーと重なる部分も多いが，技術者教育における特質としては，グロー
バル環境下や実社会で専門性や技術力を発揮して実務を遂行する能力の必要性について多
くの先行研究が言及していることも示された（表 2.2 の波線部分）．つまり，技術系人材に
は専門知識・技術の修得（インプット）だけでなく，語学力や異文化多様性への適応力，コ
ミュニケーション力を備えた上で，それを実務（アウトプット）へ結びつけることが求めら
れているといえる． 
続く 2.4 節ではまた，グローバル・コンピテンシーの定義と同様に，その測定についても
各機関がそれぞれの方針のもとで手法を導入または開発していることを明らかにした．表
2.2 にあるように多面的な要素を含むグローバル・コンピテンシーは単一の指標や手法では
全体像を把握することが難しい．しかしながら現状では語学力や異文化適応度といった側
面を部分的に測定しているケースが多く，複数のアセスメント結果から対象者のグローバ
ル・コンピテンシーを多面的に捉え，総合的な評価を行う取り組みはわずかである． 
さらに 2.5 節では産学の間にコンピテンシー認識のギャップがあるとの議論を取り上げ
た．日本の技術者教育においても産業界から提言が出され，社会ニーズに合致した人材の育
成が求められている．本論文では第 3 章において学生と企業管理職のコンピテンシー認識
の比較を行い，そこにギャップが存在するかどうかを検証している． 
 
以上の先行研究の分析の成果として，本論文では技術系人材に求められるグローバル・コ
ンピテンシーの定義と測定方法の関係を示す図 2.1 を作成した．まず，ここでは多岐多様な
広がりを見せるグローバル・コンピテンシーの各項目を knowledge，skills，attitudes，identity
の４つに分類した．次にその測定方法として，knowledge と skills のインプットに対しては
ペーパー・テスト等による学修達成度評価が適用されること，他方 attitudes と identity に
ついては異文化多様性受容を測定する BEVI や GPI，MGUDS-S 等のツールが用いられる
ことを記した．さらに技術系人材に求められる特性として，コンピテンシーを総合的に活用
してグローバル環境下で専門性や技術力を発揮する Global Engineering Competency 
(GEC)が提起されており，その評価手法としてルーブリックや e ポートフォリオ，シナリオ
型アセスメント，グループまたは個別インタビュー，相互評価等を示した．図 2.1 はこのよ
うに knowledge，skills，attitudes，identity と GEC の評価を組み合わせることで，プログ
ラム参加者のインプットがどのようにアウトプットにつながったかを分析することが可能
となることを表している． 
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図 2.1 技術系人材のグローバル・コンピテンシー項目とアセスメント手法 
 
 
2.7 考察および今後の課題 
 本章では，技術系人材に求められるグローバル・コンピテンシーの定義の変遷を表 2.2 に
整理し，コンピテンシー項目とアセスメント・ツールの関係を図 2.1 で示した．これにより
グローバル・コンピテンシーの定義が knowledge・skills から attitudes・identity へと拡大し
てきたことが明らかとなるとともに，技術者教育の特性としてそれらのコンピテンシーを
グローバル環境下で発揮して実務を遂行することが重視されていることを指摘した． 
 このような流れの背景として，American Society for Engineering Education (ASEE)が
2013 年から展開中の Transforming Undergraduate Education in Engineering プロジェクト
で産業界のニーズに関するレポートが出されている[ASEE2013]．そこでは，産業界の代表
者を対象に技術系人材が実務を行う上で重要な項目について調査が実施され，回答者の 8 割
以上が international and global perspective を「今後 10 年間に最も重要になる」とし，同項
目が現行の技術者教育で「不足している，大いに不足している」との回答が 5 割に上った．
これらの値は知識や技術，外国語能力の項目を上回っており，グローバルな attitudes や
identity を身に付けた人材のニーズが高まっている． 
日本企業においても，人口減少と高齢化が進む国内市場のみを対象にしていては先細り
が不可避であり，急速な社会変化や技術の進歩に応じるため国籍や分野を超えた多様性を
有する環境下で研究開発が進みつつある．こうした状況で，新たな価値を持った商品やサー
ビスを創り出せる理工系人材が求められており，グローバル・コンピテンシーの強化が期待
されている． 
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今後の研究の課題として，まず米国の先行研究で論じられてきたグローバル・コンピテン
シーが他の国や地域においても普遍的なものではないという点があげられる．表 2.2 に表れ
ているように，米国ではグローバル・コンピテンシーとして異文化への理解や尊重，コミュ
ニケーションの姿勢を重視する傾向にある．一方，山崎らが 2015 年に行った技術系グロー
バル日本企業の人事担当者調査によれば，技術系従業員を海外派遣するうえで育成や開発
が必要な項目として「リーダーシップ」，「課題解決力」，「協働力」，「語学力」，「プレゼンテ
ーション能力・交渉力・説得力」が高い値を示した[山崎 2018]．ここから，米国型のグロ
ーバル・コンピテンシーは受容と理解，日本型は積極性や周囲を巻き込む力が求められてい
るといえる．このような認識の差が生じる背景として，国際社会での両国企業の立場の違い
が考えられる．すなわち，言語・ビジネス・技術面でグローバル・スタンダードとなってい
る米国にとっては，相手国の文化や習慣を受け入れてフェアに接することがビジネスを円
滑に進める上で重要である．これに対し，非スタンダードである日本の海外派遣者には，自
国の基準や手法を現地カウンターパートに受け入れてもらい，それに沿った思考や行動を
根気強く促していく能力が求められる．今後，日本人理工系人材のアセスメントをより的確
に行うためには，米国の先行事例を参考にしつつも，企業との連携を通じて日本型のグロー
バル・コンピテンシーの指標を設定することが望まれる．この課題については，本論文第 3
章で質的調査と量的調査の両面から検討を試みる． 
次の課題として，アセスメントの面で先行研究に不足している点を指摘するならば，専門
教育との結びつきがあげられる．国際プログラムと同様に米国の大学で広く取り入れられ
ているサービスラーニング実習は，正課での学びを実社会の状況に適用すること，また実習
の 経 験 を 通 じ て 正 課 の 学 習 内 容 を よ り 深 く 理 解 す る こ と 評 価 指 標 に 含 め て い る
[Moulton2013]．同様に経験を通じた学びや気づきを促す国際プログラムについても，大学
教育の一環として実施される以上は専門教育との相互作用を測る視点が必要である．特に
技術者教育においては，学生が習得した専門知識や技術を実際にプログラムのなかで活用
して応用力を高め，その有用性を認識できるプログラムデザインになっているか検証され
るべきであろう．これに関して本論文では第 5 章において多国籍・多分野・地域連携 PBL
のデザインとアセスメント手法を解説する． 
 
 
【本章の研究成果まとめ】 
 各機関で個別に設定されてきたグローバル・コンピテンシーの定義を整理し，先行研究
の変遷を辿ることで，社会から求められる理工系人材の段階的変化を明らかにした． 
 アセスメントの先行事例を整理し，コンピテンシーの評価に有効なツールを示した． 
 コンピテンシー項目を knowledge, skills, attitudes, identity に分類し，それぞれに対応
するアセスメント手法を確認した． 
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第 3 章 
実社会で求められるコンピテンシーに関する調査 
 
 
3.1 調査の背景および目的 
前章では，技術者教育においてグローバル・コンピテンシーの定義は米国を中心に検討
されてきたこと，またそれらが米国の企業および教育機関での人材ニーズや育成に基づい
た議論であり，国際社会での立ち位置やビジネス習慣，教育システムの異なる日本の場合
には育成すべきコンピテンシーに違いがあると考えられることを指摘した．そこで本章で
は，2 種類の調査を通じて得られた結果を分析し，日本の技術者教育において重視される
コンピテンシーを検証する． 
ひとつめは量的調査としてアンケート調査を実施した．ここでは米国の先行研究のメ
タ・レビューや ABET の Engineering Criteria 等を踏まえて Warnick が設定した 15 項目
のコンピテンシー項目[Warnick2010]を米国における理工系人材のコンピテンシーを総括
した例とみなし，それを用いて日本人学生と日本企業の技術系事業部管理職にアンケート
を実施し，その結果について 3 つの観点から分析を行った．第一に企業ニーズの日米比較
を通じて各国の特徴を明らかにした．具体的には日米でそれぞれどのコンピテンシー項目
が重視されているか，また企業規模によって重視する度合がどのように変化しているか，
また 15 項目以外に重要な項目としてあげられている内容を確認し，考察を試みた．第二
に日本企業と学生との認識を比較してコンピテンシー・ギャップを検証した．第三に学生
の自己認識に対して学年，英語力，国際経験の違いによる比較を行い，現在の技術者教育
の課題を考察した． 
ふたつめの調査としては，量的調査で明らかになった企業ニーズを掘り下げ，現実の国
際業務の現場で日本人理工系人材に求められているコンピテンシーをより具体化するた
め，インタビューによる質的調査を行った．対象者は企業や政府機関等で海外勤務をして
いる，もしくはその経験のある管理職および実務者とした．そこで得られたコンピテンシ
ーを整理，分類し，インタビュー内で強調された箇所を分析することで，現在そして将来
的に必要とされる人材像について考察を試みた．また合わせて実社会から教育機関へ寄せ
られる期待と要望も確認した． 
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3.2 理工系人材に求められるコンピテンシー：アンケート調査 
 3.2.1 調査概要 
（1）調査項目 
Warnick の調査は，国際業務経験のある Brigham Young University (BYU)工学部の卒業
生を対象に実施され，各々の企業で国際業務に携わるエンジニアを採用する上でのコンピ
テンシーの重要度を 5 段階で評価するというものである．同調査で設定された 15 項目
は，表 3.1 のとおり先行研究のメタ・レビューから抽出したグローバル・コンピテンシー8
項目，ABET の Engineering Criteria に基づくコンピテンシー5 項目，そして学業成績と国
際実務経験の 2 項目から成る[Warnick2010]．調査票ではこれらの 3 つのカテゴリーの項
目を混在させて 1～15 に並べて質問している． 
Warnick のコンピテンシー項目は確認できる範囲では日本で用いられた事例がなく，本
論文で調査を実施するにあたり，日本企業の状況や日本人の性向に合わせて一部項目およ
び評価スケールを調整のうえ和訳することで事前に同氏の承諾を得た．その後 35 人の技
術系国際実務管理職（経験者含む）を対象としたパイロット調査を経て完成した日本版コ
ンピテンシー項目が表 3.2 である．実際の調査票でのコンピテンシーの並び順はオリジナ
ル版と同一にしている（付録 1，2，3 参照）．ここで学生はそれぞれの項目について調査
時点での自己のコンピテンシー修得度合い，技術系事業部管理職は理工系人材採用時の重
要度をそれぞれ 5 段階で評価するかたちとした． 
なお本調査では学生の自己認識と企業側ニーズとの比較を行う観点から，新卒者の採用
を想定したうえで国際業務に携わる人材に求められるコンピテンシーの重要度を問うてい
る．後述する Warnick の調査を用いた国際比較においては，同調査が採用対象を新卒者に
限定していないことから単純な比較は難しいが，グローバルな企業活動のなかで期待され
るコンピテンシーの傾向を把握することは可能と考える． 
さらに，管理職を対象とした調査では，Warnick の調査と同様に 15 項目のコンピテン
シー以外で理工系人材に求められるものについて自由記述での回答を募った． 
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表 3.1 Warnick が設定したコンピテンシー15 項目 
Engineering global competency items from meta-review of previous studies 
1)  An ability to exhibit a global mindset: Establishes self-awareness, understands culture norms and 
expectations, and realizes that they are part of a global world 
2)  An ability to appreciate and understand different cultures: A developed awareness, appreciation, 
and understanding of, as well as adaptability to diverse cultures, perceptions, and approaches with 
an ability to interact with people from other cultures and countries 
3)  An ability to demonstrate world and local knowledge: Understands the major currents of global 
change and its implications and demonstrate knowledge within a global and comparative context 
4)  An ability to communicate cross-culturally: Interacts with and understand people from different 
cultures and recognize the importance of both appropriate verbal and nonverbal communication 
including the ability to communicate and interact in a globally interdependent world 
5)  An ability to speak more than one language including English: Communicates in the international 
business language of English both orally and in writing, and the ability to speak another language 
6)  An ability to understand international business, law, and technical elements: Understands the 
different cultural contexts of how business, law, engineering and technology might be approached 
and applied and the implications of each within an international environment 
7)  An ability to live and work in a transnational engineering environment: An ability and awareness 
to live and work effectively in international settings 
8)  An ability to work in international team: Collaborates and contributes professionalism in 
multicultural work environments either in person or in geographically distributed teams with 
person of different cultures and linguistic backgrounds where diverse ways of thinking, being, 
and doing are the basis of practice 
ABET Engineering Criteria 
1)  An ability to apply knowledge of mathematics, science and engineering 
2)  An ability to design and conduct experiments, as well as to analyze and interpret data 
3)  An ability to design a system, component, or process to meet desired needs within realistic 
constrains such as economic, environmental, social, political, ethical, health and safety, 
manufacturability, and sustainability 
4)  An ability to identify, formulate, and solve engineering problem 
5)  An ability to use the techniques, skills, and modern engineering tools necessary for engineering 
practice 
Others 
1)  A high GPA  
2)  Pertinent applicable work experience 
評価スケール：1 Unimportant, 2 Of little importance, 3 Moderately important, 
4 Important, 5 Very important 
18 
 
表 3.2 日本版調査票のコンピテンシー15 項目 
先行研究メタ・レビューから抽出したグローバル・コンピテンシー項目 
1)  グローバルな視点：自己を確立し，自国の文化規範を理解しつつ，それらが世界の一部
であると認識できる（相対化できる） 
2)  異なる文化を評価し，理解する力：異なる文化や国籍の人々と協力することができ，多
様な文化やものの見方，進め方を認識して評価・理解するとともに，それらへ適応でき
る 
3)  世界全体の動きや各地の情勢に関する知識：世界的な変化の流れやその意味合いを理解
し，全体および個々の比較の視点から知識を示すことができる 
4)  文化の違いを超えて伝え合う力：異文化に属する人々を理解して関わり合い，相互依存
関係が深まる世界における言語・非言語コミュニケーションの重要性を認識できる 
5)  外国語*によるコミュニケーション力：外国語で会話・文書によるコミュニケーション
が図れる 
6)  国際的なビジネス，法律，技術の状況を理解する力：国際的な環境でのビジネス，法
律，技術のあり方や，それらの関連性を理解できる 
7)  国際的な環境で生活し，仕事にとりくむ力：国際的な環境のなかで効率的に暮らし，働
くことができる 
8)  国際的なチームのなかで働く力：文化や言語，価値観や行動・思考様式が異なる人々と
共に働き，プロとして貢献できる 
ABET Engineering Criteria に基づく項目 
1)  数学・科学・工学の知識を応用する力 
2)  実験を計画・実施し，データを分析・解釈する力 
3)  経済，環境，社会，政治，倫理，健康，安全，製造可能性，持続性といった現実的な制
約を踏まえた上でニーズに合ったシステムをデザインする力 
4)  工学的な課題を特定，整理し，解決する力 
5)  技術や技能，最新の工学的手法を用いる力 
その他の項目 
1)  高い学業成績  
2)  国際関連業務の経験 
＊日本企業の場合，進出先によっては中国語・韓国語・スペイン語など英語以外の言語のみでコミュニケ
ーションを図るケースもあるため，オリジナル版で"An ability to speak more than one language including 
English”とある箇所を「外国語によるコミュニケーション力」へと変更した． 
評価スケール（学生）修得していると：1 思わない，2 どちらかといえば思わない，3 どち
らともいえない，4 どちらかといえば思う，5 思う 
評価スケール（管理職）採用時に：1 重要だと思わない，2 どちらかといえば重要だと思
わない，3 どちらともいえない，4 どちらかといえば重要だと思う，5 重要だと思う 
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（2）調査対象者および調査方法 
 ①日本人理工系学生 
 2017 年 6 月から 7 月にかけて，芝浦工業大学工学部とシステム理工学部の学部 1 年か
ら 4 年生，同大学院理工学研究科の修士 1，2 年生について，授業もしくはゼミの前後に
調査票を配布し，その場で回収した．調査票の回収総数は 381 件，うち有効回答数は 347  
件（有効回答率 91.07％）であった． 
 
 ②企業等の日本人技術系事業部管理職 
 2017 年 7 月から 9 月にかけて，海外に事業展開している企業等の技術系事業部で管理
職にある者，あるいはその経験がある者を対象にインターネット上でのアンケート調査を
実施し，合計 131 件の回答を得た． 
 
 
（3）回答者の属性 
①日本人理工系学生 
本調査で回答のあった学生 347 人のうち，性別比では 78.7%が男性，女性が 21.3%であ
る（表 3.3）．学年別にみると 1・2 年生が 65.7%，3・4 年生が 12.4%，修士課程在籍者が
21.9%である（表 3.4）．また，専攻領域は情報・通信が 24.5%で最も多く，機械の 19.3%，
生命工学の 13.5%，建築・都市計画・環境と数学がいずれも 12.7％で続いている（表 3.5）． 
 
表 3.3 日本人理工系学生 回答者の性別 
男 性 273 人 （78.7％） 
女 性 74 人 （21.3%） 
合 計 347 人 （100.0％） 
 
表 3.4 日本人理工系学生 回答者の学年 
学部 1 年 120 人 （34.6%） 
学部２年 108 人 （31.1%） 
学部 3 年 26 人 （7.5%） 
学部 4 年 17 人 （4.9%） 
修士 1-2 年 76 人 （21.9%） 
合 計 347 人 （100.0％） 
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表 3.5 日本人理工系学生 回答者の専攻領域 
電気・電子 29 人 （8.4%） 
情報・通信 85 人 （24.5%） 
機械 67 人 （19.3%） 
建築・都市計画・環境 44 人 （12.7%） 
化学・材料 12 人 （3.5%） 
生命工学 47 人 （13.5%） 
生物学 11 人 （3.2%） 
数学 44 人 （12.7%） 
その他 2 人 （0.6%） 
無回答 6 人 （1.7%） 
合 計 347 人 （100.0％） 
 
②企業等の日本人技術系事業部管理職 
一方，日本人技術系事業部管理職を対象としたアンケートでは，回答者 131 名のうち男
性は 92.4%，女性は 7.6%である（表 3.6）．年齢は 50 歳以上が 57.3%で最も多く，次いで
40～49 歳の 29.8%となっており，20・30 代は合わせて 13.0%である（表 3.7）．また，回答
者の役職・職位については課⾧／室⾧が 45.8%，部⾧と次⾧が合わせて 42.0％となってお
り，これらで全体の 87.8％を占める（表 3.8）．これらの回答者は海外事業の部門管理者と
して，現場での技術系人材の需要を把握できる立場にいるといえる．所属先業種では製造業
が 48.1%と半数近くを占め，続いて情報通信業 13.7％，建設業と学術研究，専門・技術サ
ービス業がともに 8.4%となっている（表 3.9）．所属先の規模は表 4.10 に示したとおり，授
業員数 1,000 人以上 5,000 人未満が 24.4％，5,000 人以上 10,000 人未満が 8.4％，10,000 人
以上が 26.7％で，合わせて全体の約 6 割を占める． 
 
表 3.6 日本人技術系事業部管理職 回答者の性別 
男 性 121 人 （92.4.％） 
女 性 10 人 （7.6%） 
合 計 131 人（100.0％） 
 
表 3.7 日本人技術系事業部管理職 回答者の年齢 
30歳未満 4 人 （3.1%） 
30～39歳 13 人 （9.9%） 
40～49歳 39 人 （29.8%） 
50歳以上 75 人 （57.3%） 
合 計 131 人 （100.0％） 
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表 3.8 日本人技術系事業部管理職 回答者の役職・職位 
社⾧／事業主 8 人 （6.1%） 
副社⾧ 4 人 （3.1%） 
部⾧ 42 人 （32.1%） 
次⾧ 13 人 （9.9%） 
課⾧／室⾧ 60 人 （45.8%） 
その他 4 人 （3.1%） 
合 計 131 人 （100.0％） 
 
表 3.9 日本人技術系事業部管理職 回答者の所属先業種 
建設業 11 人 （8.4%） 
製造業 63 人 （48.1%） 
電気・ガス・熱供給・水道業 4 人 （3.1%） 
情報通信業 18 人 （13.7%） 
運輸業，郵便業 3 人 （2.3％） 
卸売業，小売業 5 人 （3.8%） 
金融業，保険業 3 人 （2.3％） 
不動産業，物品賃貸業 1 人 （0.8％） 
学術研究，専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 11 人 （8.4%） 
宿泊業，飲食業 1 人 （0.8％） 
生活関連サービス業，娯楽業 3 人 （2.3％） 
教育学習支援業 3 人 （2.3％） 
医療，福祉 1 人 （0.8％） 
公務（他に分類されるものを除く） 2 人 （1.5%） 
その他 2 人 （1.5%） 
合 計 131 人 （100.0％） 
 
表 3.10 日本人技術系事業部管理職 回答者所属先の規模 
50 人未満 10 人 （7.6%） 
100～499 人 25 人 （19.1%） 
500～999 人 17 人 （13.0%） 
1,000～4,999 人 32 人 （24.4%） 
5,000～9,999 人 11 人 （8.4％） 
10,000 人以上 35 人 （26.7％） 
不明 1 人 （0.8%） 
合 計 131 人 （100.0％） 
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3.2.2 調査結果と分析 1：企業によるコンピテンシー重要度認識の日米比較 
Warnick の調査は 2010 年 3 月から 5 月かけて web アンケートにより実施された．回答
者 149 人のうち，Engineer は 47.1％，Engineering manager が 12％，Engineering 
supervisor が 8.8％，Director が 7.2％，Vice president が 3.4％，CEO/President/Owner
が 6.4％，その他（コンサルタント，大学教員等）が 15.1％となっている．日本側の調査
が技術系事業部の管理職を対象としているのに対し，より幅の広い立場の認識を反映して
いるが，回答者はすべて国際業務の経験者であることから，管理職以外の場合も現場の実
情を踏まえた上で重要度を認識しているといえる． 
 日米の調査結果について，各コンピテンシー項目に対する 5 段階評価の平均値と標準偏
差を算出したものが表 3.11 である．米国側は Unimportant = 1 点，Of little importance = 
2 点，Moderately important = 3 点，Important = 4 点，Very impoetant = 5 点とし，日本
側も同様に重要だと思わない = 1 点，どちらかといえば重要だと思わない = 2 点，どち
らともいえない = 3 点，どちらかといえば重要だと思う = 4 点，重要だと思う = 5 点と
して各項目の平均値を出している． 
 
表 3.11 国業務務に携わる理工系人材のコンピテンシーの重要度 
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
グローバルな視点 3.80 1.18 3.46 0.94
異なる文化を評価し、理解する力 3.98 0.91 3.69 0.94
世界全体の動きや各地の情勢に関する知識 3.65 1.00 3.19 0.92
文化の違いを超えて伝え合う力 3.88 1.01 3.88 0.96
外国語によるコミュニケーション力 3.81 1.00 2.76 0.94
国際的なビジネス、法律、技術の状況を理解する力 3.53 0.94 3.02 0.97
国際的な環境で生活し、仕事にとりくむ力 3.74 0.96 3.42 1.04
国際的なチームのなかで働く力 3.78 1.00 3.70 1.11
数学・科学・工学の知識を応用する力 3.86 1.07 4.42 0.70
実験を計画・実施し、データを分析・解釈する力 3.97 1.04 4.30 0.86
現実的な制約を踏まえたうえでニーズに合ったシス
テムをデザインする力
3.80 0.96 4.23 0.85
工学的な課題を特定、整理し、解決する力 3.90 1.05 4.63 0.63
技術や技能、最新の工学的手法を用いる力 3.70 0.92 4.36 0.75
高い学業成績 3.39 0.99 3.47 0.89
国際関連業務の経験 3.14 0.93 3.96 0.89
そ
の
他
米国 (n=149)
コンピテンシー項目
グ
ロ
ー
バ
ル
項
目
A
B
E
T
項
目
日本 (n=131)
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 表 3.11 では日米それぞれでスコアの高い 5 つの項目を太字と網掛けで示した．両者が共
通して重視する項目は「数学・科学・工学の知識を応用する力」「実験を計画・実施し，デ
ータを分析・解釈する力」「工学的な課題を特定，整理し，解決する力」となっている．ま
た米国側が重視する項目はこれらに加えて「現実的な制約を踏まえたうえでニーズに合っ
たシステムをデザインする力」「技術や技能，最新の工学的手法を用いる力」のふたつで，
5 項目すべてが ABET Engineering Criteria に基づくコンピテンシーである．米国では専門
知識や技術が他のカテゴリーよりも重要視されていることが明らかとなった。 
一方，日本側が重視する項目のスコア最高値は「異なる文化を評価し，理解する力」，4
番目が「文化の違いを超えて伝え合う力」となっており，グローバル・コンピテンシーの
なかから高い値の項目が出ている点で米国と異なる傾向が表れている．ここから日本企業
では理工系人材に対して専門性と同等のレベルで異文化多様性への適応が求められている
といえる． 
また，「世界の動きや各地の情勢に関する知識」と「国際的なビジネス、法律、技術の状
況を理解する力」の値は日米とも比較的小さく，理工系人材にとってはこれらの分野の知
識や理解力の修得は優先順位が低く認識されていると考えられる。さらに「外国語による
コミュニケーション力」は日本で 3.81 となっているのに対し、米国では 2.76 と全 15 項目
中で最も低い値をとっている。この背景として、英語が国際ビジネスの共通語となってい
るなかで米国人が他言語を修得する必要性が低いことが考えられる。なお国際業務の実務
経験については、前述したように日本の調査では新卒採用を想定した回答であることから
3.14 と低い値に留まっているが、中途採用も含む米国は 3.96 と ABET 項目に次ぐ重要性
を示している。 
 
3.2.3 調査結果と分析 2：企業規模によるコンピテンシー重要度認識の比較 
続いて回答者の所属先の規模によってコンピテンシーの重要度認識にどのような違いが
あるか比較を試みる． 
Warnick の調査で回答した 149 人の所属先を規模別にみると，1,000 人未満が 32％，
1,000 人以上 10,000 人未満が 23％，10,000 人以上が 45％となっている．その回答結果の
分析からは，国内外の総従業員数が大きい企業は規模の小さい企業に比べて各コンピテン
シー項目を重視する比率が高いことが指摘されている。 
一方，日本側の調査では 1,000 人未満 39.7％，1,000 人以上 10,000 人未満が 32.8％，
10,000 人以上が 26.7％である．ここでは前節で明らかとなったグローバル項目と ABET
項目のそれぞれ上位 2 つのコンピテンシーについて企業規模別の分析を行う． 
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その結果として，図 3.1～3.4 のとおり，米国と同様に企業規模が大きくなるにつれて
「重要だと思う」と回答する割合が高まる傾向がすべての項目で見られた．回答者の所属
先は企業規模に関わらずいずれも国際事業を展開しているが，大企業の方が新卒者のコン
ピテンシーにより高い期待値を設けているといえる． 
日本企業のグローバル人材育成状況と課題を整理した先行研究[永井 2012]によれば，小
規模事業者の対応は日本人社員への語学・異文化理解教育の実施や留学生の採用が中心な
のに対し，大手製造業ではグローバル人材の積極採用や若手社員の海外派遣，ナショナル
スタッフの登用，国内と海外の一体的な育成配置が進んでいる状況が報告されている．今
回の調査結果はこうした人材育成施策の状況を反映していると考えられるが，中小企業が
その取引相手を日系会社から現地および周辺国の企業へと広げつつある状況で，マネジメ
ントの現地化を積極的に進めるケースも見られる[太田 2016]．後述する企業インタビュー
においても，中堅自動車部品メーカーがナショナルスタッフの育成と管理ポストへの登用
に取り組み成果を上げている．小規模の組織では個人の資質に拠るところが大きいため，
今後はグローバル・コンピテンシーの重要性が大企業以上に強まることも予想される． 
なお，本調査における製造業の割合は従業員 1,000 人未満の企業で 63.2％，同 1,000 人
以上で 46.9％となっている．業種別にみたコンピテンシー項目の重要度認識については今
後さらなる分析を試みたい． 
 
3.2.4 調査結果と分析 3：企業が求めるコンピテンシー（記述回答） 
 日米の両調査では，前項までの選択回答に加えて記述回答も募った．調査票の 15 項目
のコンピテンシーに追加するべきものとして，米国では communication and people 
skills，teamwork，capstone/project or previous experience，ability to travel が多くあげら
た．これについて Warnick は，今後の技術者教育では専門分野に加えてこれらのヒューマ
ンスキルや経験を養う機会を提供すべきと主張している． 
他方，日本側の調査結果では表 3.12 のとおり「論理構成力」，「自分で考えて動ける
力」，「知的探求心・好奇心」を指摘するコメントが複数寄せられており，海外事業に携わ
る理工系人材には知識や技術を行動に移すための実務能力や思考，姿勢が求められている
といえる．日本企業が海外の現場でどのような状況にあり，そこで求められるコンピテン
シーが具体的にどのようなものであるか，本章後半のインタビュー調査の分析を通じて明
らかにしていく． 
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表 3.12 日本企業が理工系グローバル人材に求めるコンピテンシー（記述回答） 
Knowledge 
・基礎学力 
・実践的な知識，技術 
Skills 
・論理構成力，論理的に説明する能力 
・自分で考える力，自分で考えて動ける力 
・状況分析能力，課題設定力 
・基礎を応用する力，問題解決力 
Attitude 
・海外への耐性，興味 
・広い視野（海外，専門外） 
・知的探求心，好奇心，行動力 
 
 
3.2.5 調査結果と分析 4：企業と学生および学生間のコンピテンシー認識比較 
 日本人技術系事業部管理職と日本人理工系学生の各コンピテンシー項目に対する評価の
平均値を，表 3.13 に示した．企業側が重視している項目，学部 4 年間の教育を経た修士課
程の学生が修得したと認識している項目の数値の高い 5 つについて網掛けにしている．ま
た，学部 1 年生と修士課程学生を比較して数値の差が大きい箇所を下線部，差が小さい箇
所を白抜きにして示している． 
 その結果，企業側が重視するコンピテンシーの上位項目と修士課程学生の自己評価が高
い項目とが一致していることが示され，米国の先行研究で指摘されたような産学のコンピ
テンシー・ギャップは見られない．また，「数学・科学・工学の知識を応用する力」，「実
験を計画・実施し，データを分析・解釈する力」，「工学的な課題を特定，整理し，解決す
る力」，「技術や技能，最新の工学的手法を用いる力」といったコンピテンシーは学部 1 年
と修士 1 年の間で差が大きく開いており，大学教育を通じて専門知識や技術を修得したと
の認識が高い項目であるといえる．ただしその一方で，「現実的な制約を踏まえたうえで
ニーズに合ったシステムをデザインする力」は学年差が小さくなっており，専門性を実社
会でどう適用するか，といった視点で教育を強化する必要が示唆された． 
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表 3.13 コンピテンシー項目に対する評価比較（企業・学年） 
＊項目の並び順 1～15 はオリジナル版調査票[Warnick2010]に基づく． 
 
 
海外進出企業の
事業部管理職
（経験者含む）
2017年度
全学年
2017年度
学部1年
2017年度
修士課程
131 347 120 76
ʷ 62.0 51.7 80.3
1 高い学業成績 3.39 2.31 2.04 2.73 0.69
2 グローバルな視点 3.80 2.74 2.49 3.13 0.64
3 数学・科学・工学の知識を応用する力 3.86 2.82 2.48 3.45 0.98
4 異なる文化を評価し、理解する力 3.98 3.30 3.08 3.70 0.62
5
実験を計画・実施し、データを分析・解釈す
る力
3.97 3.04 2.83 3.75 0.92
6 世界全体の動きや各地の情勢に関する知識 3.65 2.61 2.60 2.75 0.15
7
現実的な制約を踏まえたうえでニーズに合った
システムをデザインする力
3.80 2.56 2.34 3.00 0.66
8 文化の違いを超えて伝え合う力 3.88 2.86 2.64 3.24 0.60
9 外国語によるコミュニケーション力 3.81 2.48 2.35 2.55 0.20
10 工学的な課題を特定、整理し、解決する力 3.90 2.82 2.54 3.49 0.95
11
国際的なビジネス、法律、技術の状況を理解す
る力
3.53 2.41 2.32 2.51 0.19
12 技術や技能、最新の工学的手法を用いる力 3.70 2.56 2.28 3.16 0.89
13 国際的な環境で生活し、仕事にとりくむ力 3.74 2.49 2.27 2.71 0.44
14 国際的なチームのなかで働く力 3.78 2.46 2.24 2.76 0.52
15 国際関連業務の経験 3.14 1.75 1.47 2.05 0.59
回答者属性
回答数（人）
国際経験を有する学生の割合（%）
2017年度
学部1年と修士課
程学生の差
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 図 3.5 は，表 3.13 の学年による平均値の差をグラフで表したものである．すべての項目
で修士課程学生は学部 1 年生と全学年平均を上回りながらも，項目別の修得度合の認識の
ばらつきが大きい．学年差が特に小さく，修得していると認識する度合いが低いものに
「世界全体の動きや各地の情勢に関する知識」，「国際的なビジネス，法律，技術の状況を
理解する力」，「外国語によるコミュニケーション力」がある．ただしこのうち「外国語に
よるコミュニケーション力」については，本調査に回答した修士学生の 9 割以上がシステ
ム理工学部出身者で，2015 年度の同学部における英語教育カリキュラムの改編前の世代と
なっており，2017 年度入学の学部 1 年生と受講内容が大きく異なっているため，単純な比
較は難しい．そこで次項においては英語能力試験のスコアとの相関の検証を行う． 
 
 
図 3.5 グローバル・コンピテンシー項目に対する認識評価平均値の学年比較 
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3.2.6 調査結果と分析 5：TOEIC テストスコアと語学コンピテンシー認識との相関 
 前項で学年によるコンピテンシー認識平均値の差が小さかった「外国語によるコミュニ
ケーション力」項目について，TOEIC Listening and Reading テスト（以下「TOEIC テス
ト」とする）スコアとの相関を確認した．表 3.14 は回答者の TOEIC スコアレベルの内訳
である．回答者のうちスコアが判明している 304 人について TOEIC スコアとの相関を示
したのが図 3.6 であり，相関係数 r=0.385 と弱い相関が認められた． 
 
表 3.14 日本人理工系学生 TOEIC テストスコアレベル内訳 
800点以上 5 人 （1.6%） 
700点以上800点未満 10 人 （3.3%） 
600点以上700点未満 29 人 （9.5%） 
500点以上600点未満 56 人 （18.4%） 
400点以上500点未満 104 人 （34.2%） 
300点以上400点未満 79 人 （26.0%） 
300点未満 21 人 （6.9%） 
回答者合計 304 人 （100.0%） 
   無回答 43 人  
サンプル合計 347 人  
 
図 3.6  TOEIC スコアと外国語によるコミュニケーション力に対する認識評価の相関 
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3.2.7 調査結果と分析 6：国際経験とコンピテンシー認識との関係 
 学生のコンピテンシー認識を向上させる要因として，国際経験との関係についても確認
する．表 3.15 は回答者の国際経験の内訳であり，ここでの「国際プログラム」には留学
（語学研修，国際 PBL，研究），海外インターンシップ，海外ボランティア，および国内
での国際経験（PBL，国際交流，留学生支援活動等）が含まれる． 
  
表 3.15 日本人理工系学生 国際経験の種類と有無 
国際プログラム経験者* 
（うち複数回または 1 回でも 1 カ月以上継続） 
114 人 
（103 人）
（32.9%） 
観光旅行のみ経験者 95 人 （27.4%） 
その他（海外駐在帯同，国際学会，海外遠征） 4 人 （1.2%） 
いずれの国際経験もない 134 人 （38.6%） 
合 計 347 人 （100.0%） 
＊留学（語学，PBL，研究），海外インターンシップ，海外ボランティア，国内での国際経験 
 
 なお，国際プログラムの種類別内訳としては，留学（語学，PBL，研究）が 96 人，海
外インターンシップが 7 人，海外ボランティアが 3 人，国内での国際経験（PBL，国際交
流，留学生支援活動等）が 44 人となっている（のべ参加者数）．また，このうちプログラ
ム期間に関する回答を得られたものについて，留学および国内での国際経験の期間はそれ
ぞれ図 3.7 と図 3.8 のとおりである． 
 
 図 3.7 留学期間（のべ経験者数）  図 3.8 国内での国際経験期間（のべ経験者数） 
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 留学のうち 67％を占める１カ月未満のプログラムは派遣型 PBL と工学英語研修，同
30％を占める 1 カ月以上～6 カ月未満は英語圏での語学研修が中心となっている．また，
国内での国際経験の 53％を占める 2 週間未満のプログラムは受入型 PBL，同 33％を占め
る 6 カ月以上の活動は国際交流サークル活動，国際学生寮での国際交流，グローバル・ラ
ーニング・コモンズ（キャンパス内国際交流スペース）学生スタッフ等となっている． 
 なお，海外インターンシップと海外ボランティアを含めた国際プログラム全体のうち，
実施期間の回答を得たのべ参加者数は 132 人で，うち 1 か月未満のプログラムに参加した
のべ人数は 87 人，回答全体の 65.9％となっている． 
 
 続いて，国際経験の差がコンピテンシー項目に対する認識とどのように関係しているか
を詳しく調べるため，国際経験のない 134 人と，国際プログラムを複数回または 1 回でも
1 カ月以上継続して経験している学生 103 人について比較を行う． 
図 3.9 は国際経験のない学生，図 3.10 は国際プログラム経験を複数回または 1 回でも 1
カ月以上継続して経験した学生について，それぞれのコンピテンシー項目を修得している
と認識しているかどうかの度合いを示したものである． 
両者を比較すると，全項目において「どちらかといえば思う」「思う」と回答する割合
が国際経験のない学生よりも経験のある学生において大きくなっている．特にその差が大
きい項目（20％以上の開きがあるもの）として，「グローバルな視点」「異なる文化を評価
し，理解する力」「文化の違いを超えて伝え合う力」「外国語によるコミュニケーション
力」「国際的な環境で生活し，仕事に取り組む力」「国際的なチームのなかで働く力」があ
げられる．一方，前者と後者で割合の差が比較的小さかった項目は「世界全体の動きや各
地の情勢に関する知識」「現実的な制約を踏まえたニーズに合ったシステムをデザインす
る力」「国際的なビジネス，法律，技術の状況を理解する力」となっている． 
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図 3.9 国際経験のない学生のコンピテンシー項目に対する認識 
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図 3.10 国際プログラム経験を有する学生のコンピテンシー項目に対する認識 
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3.2.8 アンケート調査まとめ 
前項まで論じたアンケート調査の結果と分析から，理工系人材に求められるコンピテン
シーについて以下の点が考察される． 
 
まず，企業による理工系人材ニーズの日米比較からは，米国企業では専門性がより重視
されるのに対し，日本企業が専門性と合わせて異文化多様性への適応や異文化環境でのコ
ミュニケーションを重要だと認識していることが明らかになった．海外事業を展開する企
業のニーズとしてグローバル項目のコンピテンシー向上が求められているといえる． 
また，企業規模からコンピテンシー認識を分析した結果，規模が大きくなるにつれて各
項目を重視する割合が増えていることが示された．その背景にはグローバル化への対応策
としての人材育成施策の違いが考えられるが，中小企業が取引先を日系企業以外に広げて
現地化・地域化を進めるなかで大企業以上にグローバル・コンピテンシーのニーズが高ま
ることも予想される． 
さらに，日本人管理職から出された記述回答のなかで 15 項目のコンピテンシー以外に
必要とされたものが「論理構成力，論理的に説明する能力」，「自分で考える力，自分で考
えて動ける力」，「知的探求心，好奇心，行動力」である．これらがあえて指摘されるとい
うことは，現在の日本人新卒理工系学生にそうした力が不足している状態を示している．  
 
一方，企業と学生の評価比較からは，企業側は理工系人材の新卒採用時に「数学・科
学・工学の知識を応用する力」，「実験を計画・実施し，データを分析・解釈する力」，「工
学的な課題を特定，整理し，解決する力」といった理工系の専門知識・技術と同等に「異
なる文化を評価し，理解する力」，「文化の違いを超えて伝え合う力」を重視していること
がわかった．異文化多様性への適応や異文化環境でのコミュニケーションが求められてい
るといえる．これらの項目については修士課程学生の側でも自らが修得していると認識す
る度合が高く，米国の先行研究で指摘されたような産学間のコンピテンシーの認識ギャッ
プは生じていないといえる． 
次に焦点を学生に絞り学年別の比較を見ると，上記の専門知識・技術に関する 3 項目と
「技術や技能，最新の工学的手法を用いる力」が学部 1 年に比べ修士課程学生で高い評価
値を示しており，大学での専門教育が学生のコンピテンシー向上につながっていることが
示唆された．ただし，「現実的な制約を踏まえたうえでニーズに合ったシステムをデザイン
する力」に関しては，学生の修得度が比較的低く認識されている．「現実的な制約」を的確
に把握するためには，専門領域からさらに視野を広げて政治経済や社会問題に対する知識
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と情報のインプットが必要と考えられる．また，グローバル・コンピテンシーに該当する
項目はいずれも ABET 項目に比べて学年による差が小さい．特に，世界情勢や国際ビジネ
スに関する知識・理解についてその傾向が顕著である．attitudes や skills だけでなく，国
際業務の基本となる knowledge についても，在学中の修得を促す必要があるといえる． 
 さらに「外国語によるコミュニケーション力」については，TOEIC スコアとの弱い相
関が認められるものの，スコアアップがそのまま修得度の認識向上に結び付くとはいいき
れない．これに対して国際経験による分析からは，「外国語によるコミュニケーション
力」を含むグローバル・コンピテンシーの各項目に対して国際プログラムへの参加が自己
認識を高める上で効果があることが示された． 
 
3.3 理工系人材に求められるコンピテンシー：インタビュー調査 
 本研究では，アンケート調査で明らかになった日本人理工系人材に求められるコンピテ
ンシーについてさらに掘り下げ，海外の現場でどのような状況が生じ，それに対してどう
いった知識や技能，能力，行動特性が期待されるかを検証するためにインタビュー調査を
実施した． 
 
 3.3.1 調査概要 
（1）調査項目 
 国際業務の現場で求められる知識・技能・能力・行動特性 
 日本人新卒者採用時の重視項目 
 入社後の教育（特に国際業務に携わる人材を対象としたもの） 
 大学教育への要望および提案 
（2）調査対象者および調査方法 
 表 3.16 のとおり，2017 年 7 月から 9 月にわたり海外事業を有している民間企業および
政府系機関の実務者インタビューを実施した．調査対象は管理職としたが，他のスタッフ
の同席が得られた場合は全員から聞き取りを行い，面会者は合計 14 名となった．全員が
留学または駐在で⾧期の海外滞在経験を有しており，調査時点で日本国内にいる場合も国
際業務に携わっている状況にあった．また管理職以上の面会者は所属先において技術系人
材の指導育成の経験を有している． 
なお，いずれのケースも上記調査項目を予め送付したが，調査対象者の自由な語りを引
き出すために発言内容や時間には制限を設けず，半構造化インタビューの手法を用いた．
また，議論の材料として前節のアンケート調査票と調査の中間集計結果を持参した． 
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表 3.16 理工系人材に求められるコンピテンシー インタビュー面会者 
実施時期 場所 面会者 所属先の業種 
2017 年 8 月 神奈川県内 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ A 氏（男性） 
技術士 B 氏（女性） 
技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
2017 年 9 月 東京都内 米国拠点代表者 C 氏（男性） 技術ﾘｻｰﾁ，ﾋﾞｼﾞﾈｽ開発 
2017 年 9 月 プノンペン市内 ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ拠点代表者 D 氏（男性） 商社 
2017 年 9 月 プノンペン市内 ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ E 氏（男性） 
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ F 氏（女性） 
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ G 氏（女性） 
ODA ﾋﾞｼﾞﾈｽ人材育成 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
（E 氏：元自動車ﾒｰｶｰ） 
2017 年 9 月 プノンペン市内 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ専門家 H 氏（女性） ODA 環境ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
2017 年 9 月 バンコク市内 ﾀｲ拠点代表者 I 氏（男性） 
ﾀｲ拠点代表補佐 J 氏（男性） 
自動車部品ﾒｰｶｰ 
2017 年 9 月 バンコク市内 ﾀｲ拠点人事担当 K 氏（男性） 
ﾀｲ拠点人材教育担当 L 氏（男性） 
自動車ﾒｰｶｰ 
2017 年 9 月 つくば市内 主任研究開発員 M 氏（男性） 政府系研究開発機関 
2017 年 9 月 東京都内 ｲﾝﾌﾗ部門課⾧・技術士 N 氏（男性） 政府系開発援助機関 
 
3.3.2 調査結果 
以下にインタビューで得られたコメントを項目別に整理する．面会者が強調していた言
葉や複数の面会者が指摘していた点を下線部で示している．また，各項目のコメントから
それぞれのキーワードを抽出した． 
（1）国際業務の現場で求められるコンピテンシー 
①語学力 
・ 英語力は必要最低限でよい．重視するのは日本語で論理的な文章が書けること（A） 
・ 英語力よりも積極性と行動力が求められる（C） 
・ ペラペラ話すことよりも論理性，朴訥でも相手を動かす力（D） 
・ 相手に論理的に意見を伝え，相手のことを理解するために語学力は必要不可欠（E） 
・ 語学力だけでなく異文化コミュニケーション力が大切．「文法」だけでなく「文脈」
を理解し，どんな場面でどう使うかを知る必要がある（F） 
・ 日本とは異なる環境で現地社員と意思疎通できることが重要．語学力よりも相手の
立場に立てるようなコミュニケーション力を重視（I） 
・ 外国語は後からついてくる．コミュニケーションをとろうとする姿勢が必要（K） 
・ 英語力はさほど問題ではなく，その人とだったら一緒にプロジェクトをしようと思
ってもらえることができればいい（M） 
キーワード：論理的に伝える力，コミュニケーション力 
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②ソフトスキル, ヒューマンスキル（コミュニケーション，リーダーシップ他） 
・ 完全にアウェイな環境でも臆さず自ら動いてネットワークを築けること（C） 
・ 多くの人の意見をまとめ，最適解を見つけて決定するのがリーダーの役割．その判
断の根拠を相手に説明する力，わかりやすく伝え納得させる力が重要（E） 
・ 自分の作った部品に責任を持つことに加え全体を見て「すり合わせ」ができる，技
術プラス人との関係が築けること（E） 
・ 自らのリーダーシップやタスクへの取り組みに対して客観的視点を持てること
（F） 
・ 国際社会では日本型リーダーシップ（調整，取りまとめ能力）が見直されてきてい
る．全体の意見をまとめる，問題を整理する，論理的に説明できる人材が求められ
ている（G） 
・ 要点を絞って簡潔に的確に論理的に説明する力（H） 
・ 主観ではなく客観的に自分の行動を見ること．自らの行動や判断の理由を論理的に
説明できることが重要（H） 
・ 会社の方針が現地事情と異なる場合，相手に歩み寄りながら説明して納得させる，
落としどころを見つけられること（I） 
・ 潜在的な問題を見つけ，周りを巻き込んで解決していける．周りを巻き込んでも責
任感を持って自分でやる姿勢があること（K） 
・ 困難な局面でも明るい顔ができる，問題の早期把握のためメンバーとコミュニケー
ションをよくとる，問題解決のため信頼関係を作る，根回しによる事前交渉ができ
る，交渉や議論の場で空気を読みながら主張を伝えることができる（M） 
・ リーダーはメンバーに気付きを与える存在，ひとりで決めるのではなく，メンバー
が同じ方向を向けるようにサポートしつつ意見を聞いて整理する（M） 
・ 客観的データに基づいて自らの提案の正しさを示し理解を得る，その上で交渉がで
きる（M） 
・ リーダーは皆の意見をまとめて最後に決める人，周りを巻き込み，ゴールに向けて
戦略を立てる人，そのためにメンバーとコミュニケーションをとり，信頼関係を構
築できること（N） 
キーワード：自らに対する客観的視点を持つ，論理的に説明して相手を納得させる，周りを
巻き込む・信頼関係をつくる，全体の意見をまとめ・整理して・最適解を導き出す 
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③異文化対応 
・ 相手国や人々を尊敬する、見下さない態度（A） 
・ 相手国の商習慣を理解，尊重（A） 
・ 精神的なタフさと海外生活における危機意識（A） 
・ 相手国や地域によってアプローチを変える必要があるという感覚を持つ（D） 
・ 相手の土俵に合わせるのではなく，主張の仕方や交渉術を身に付ける（D） 
・ 他国との競争は厳しい．精神面で競争力をつけなくてはいけない（D） 
・ 多様性に対する理解，相手を尊敬する姿勢（E） 
・ 国や地域によってコミュニケーションの取り方が違う．文化的な違いを踏まえて相
手の立場や反応に対する機微，配慮ができること（H） 
・ 国連でも social skill training があり，multicultural competency は自分のスタンダー
ドを相手に押し付けない，イライラしない，相手に感情をぶつけないこと（H） 
・ 日本のやり方にこだわらず，現地の事情に応じた新しいやり方を受け入れ，多様化
を図ること（I） 
・ 自分の意志，意見がないと海外の人材と議論ができない（M） 
・ 国際社会では議論の前提を言葉で確認する．相手にとって受け入れにくいものであ
っても自分の組織の立場から要求を通すことも必要（N） 
キーワード：異文化に対する理解と尊重，精神的なタフネス，相手に応じてアプローチを変
えられる国際感覚，交渉・主張する力 
 
④マネジメントスキル 
・ プロジェクトマネジメントのスキルは必須（A） 
・ 経営責任に対する意識（A） 
・ 現場の視点だけでなく規則や契約といったビジネスの原点に戻ることも大切（D） 
・ プロフェッショナル人材を活用するためのチームアップとコーディネーション（D） 
・ 「正しいビジョン」を示す（D） 
・ 答えがひとつではない問題，限られた条件の下で最適解を定めるためにマネジメン
ト力が必要（E） 
・ 全体を見ながら異文化間で「すり合わせ」が必要．論理的な説明が求められる（E） 
・ 理工系人材では特に技術力に加えてマネジメント力を持つ人材が貴重（G） 
・ 技術だけは海外で通用しない．マネジメントとコミュニケーションが必要（M） 
キーワード：技術力に加えてマネジメント力 
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⑤現地社員との関係 
・ 現地社員の力をうまく借りることも必要（D） 
・ 指示を出すだけでなく自分で考えさせることで人材育成を図る（D） 
・ 駐在員の役割は現地社員に技術とノウハウを伝承し人材育成を担うこと（I） 
・ マネジメントの現地化を図るために現地社員のキーマンを育てる．現地人マネージ
ャーを育て，現場にマネジメントが根付くと製品開発に推進力が生まれる（I） 
・ 現地社員との日常的なコミュニケーションが大切．相手の不満をくみ取り，文化や
価値観を理解したうえで適切なアプローチを考える．日本のやり方を無理に通すと
うまくいかない（K） 
キーワード：現地社員の人材育成，現地社員とのコミュニケーション 
 
⑥専門知識・技術 
・ 最先端技術だけでなく相手国の状況に応じた適正技術の見極めも必要（A，B） 
・ 顧客とのやりとりを通じてニーズを把握し，解決策を提案できることが重要（A） 
・ 専門技術に関する知識は深さより広さ，専門家を見つけるアンテナの高さ（C） 
・ 価値観の違いを認識し，そこに合致した技術が求められる（E） 
・ NGK（逃げない，ごまかさない，隠さない）は技術的信頼を得るための条件（E） 
・ 専門外の分野に触れることで自分の技術を客観視でき，そのニーズを肌で感じるこ
とができる（N） 
キーワード：現地の状況に応じた技術 
 
⑦世界情勢や社会課題への関心，ビジネスの知識 
・ 社会への関心やアンテナの高さ（C） 
・ 情報が集まる場所に行ってそれを獲得する姿勢（C） 
・ ビジネスの流れや仕組みをきちんと理解していること（D） 
・ 海外のエンジニアは視野が広く，新しい技術や製品に対して社会的視点，⾧期的視
点を持っている．同じレベルで語れなければ議論に入れてもらえない（E） 
・ 専門性だけでなく社会人として組織のルールや動きを知ること（H） 
キーワード：社会的視点，ビジネスの知識 
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（2）日本人新卒者採用時の重視項目 
・ グローバルな視点や世界情勢に関する知識は採用時の優先順位としては高くない．
入社後に養うことも可能（A） 
・ 積極性，自信，言葉（外国語に限らない）によるコミュニケーション（D） 
・ 「志」があって「実際に行動できる人かどうか」．実際に何をしてきたのか（E） 
・ 成績よりも学修したことを使えるか，勉強する姿勢があるかどうか（K） 
・ 今までの経験からどういうコミュニケーションをしてきたか．日本人理工系学生は
コミュニケーション力が低くアピール下手だが，努力を継続することで変われる．
その努力ができる人材かどうかを見る（K） 
キーワード：活動の実績，努力する姿勢 
 
 
（3）入社後の教育 
・ 文章構成力の強化（課題解決の提案書作成）（A） 
・ 相手国の習慣や政治経済状況について派遣前に研修を実施している（A，B） 
・ 専門外の事項も含めた総合的なプロジェクト管理能力の養成（A） 
・ 「トリプル A（足，汗，頭）」がモットー．現場に行き，お客様と一緒に汗をかき，
頭を使うのは最後．行動力が第一（C） 
・ 現在は国内にいても豊かでアグレッシブさが不足している．海外に放り出して危機
意識を持たせるのが有効（C） 
・ 入社 2～3 年で海外派遣して適性を測り，日本で技術力やマネジメント力を強化して
再び海外へ送る（I） 
・ 日本人理工系人材は研究開発が得意でもマネジメントが苦手．外国語よりもコミュ
ニケーションの練習が必要（L） 
・ 英語の勉強をしてこなかった社員には海外出張を命じるなどして強制的にその必要
性を意識させる（L） 
・ 小さなグループで失敗をたくさん経験させた後，段階的に業務を広げ実務の中で力
をブラッシュアップさせていく（M） 
キーワード：マネジメント力，コミュニケーション力，海外に対する意識向上 
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（4）学生が大学で修得・経験すべきこと 
・ 文章構成力、論理展開力の強化（まずは日本語）(A) 
・ 分野横断型のプロジェクト経験 (A) 
・ 課題設定の訓練、そのための調査スキル修得 (A) 
・ 英語が通じたという経験から外国へのハードルを下げる．成功体験を積み，自分の
強みを知ることで自信をつける（D） 
・ 外国の人達と世界的な視点で議論をして自分の視野の狭さを知ることが大切．若い
うちに多様な人と接すること，他流試合によって自分に足りないものを知ることが
できる（E） 
・ 自分で考えて自分で責任を持つ，最終決裁者としての意識（E） 
・ 英語が苦手でも自分の「売り」になる部分を伸ばす．早い段階から外の世界を知
り，自分の強み弱みを客観視すること（H） 
・ 海外留学などの機会を通じて具体的に現地で何かをしてきたという経験（K） 
キーワード：国際経験を通じて自分の弱みと強みを知る 
 
（5）理工系人材育成に関する国際比較 
・ 米国の大学院教育は実務に直結する知識や技術を修得する機会が多く設けられてい
る．また先行研究や社会課題を徹底的に調査して研究の意義や位置づけを確立する
ところから始まるが，日本の理工系教育ではその点が不十分 (A) 
・ 米国流のプロジェクトマネジメントは担当者の視野が自らの業務のみに限定される
傾向があるが，日本型は全体の把握や調整の面で有効な場合もある（A） 
・ 米国の組織ではデータや数字に基づく意思決定が原則で，コンピテンシーの数値化
にもそうした背景があると思われるが，日本の場合は数値化できない要因が意思決
定に多く関わる（C） 
・ 米国の大学院ではプロフェッショナルとしての知識や技術を実践的に学ぶ．キャリ
アコンサルタントから Social Skill やビジネスの基本ルールなども学べる（H） 
・ マネジメントついて欧州はマイスター制（経験を重視），米国は教育で修得できると
いう考え方．実践的な教育を通じてリーダーシップやコミュニケーションの手法を
学ぶ（M） 
・ カンボジアで高等教育を受けた人材は勤勉で社会的使命感を持っている．ただし自
分の頭で考えて判断する経験が不足している（D） 
・ タイでは生産管理やマネジメントが重視されているが研究開発できる人材が不足し
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ている．「考えさせる教育」をしておらず新しいものを生み出せない．基礎学力はあ
るが産業の高度化を図るためには先を見通して考える力をつける必要あり（I） 
キーワード：米国は実務家育成を重視，東南アジアは「考えさせる教育」が不足 
 
（6）その他の事項 
・ 海外進出している日本企業の課題は「マネジメントの現地化」．国をまたいで事業展
開する上で日本企業が強みにできるのは「チームワーク」であり，各拠点をつなげ
るベースは「企業文化」である．日本のやり方に固執せず新しい「企業文化」を創
り出す必要がある（I） 
・ 日本の学生は海外志向が低い．入社後に海外転勤をしたくないという若手社員が増
えている．すでに ASEAN 域内では中国人やベトナム人に仕事を奪われる状況が起
きており，彼らが高度化すれば日本人は仕事を失う（L） 
 
 
3.3.3 インタビュー調査まとめ 
 前節では米国の先行研究に基づいてアンケート調査を実施し，日本企業において理工系
人材を新卒で採用する際に専門知識・技術とあわせて異文化多様性への対応やコミュニケ
ーション力を重視していることが明らかとなった．また，自由記述において「論理構成
力，論理的に説明する能力」，「自分で考える力，動ける力」，「知的探求心，好奇心，行動
力」についても求められていることが示唆された．本節では企業等で実際に国際業務に携
わる管理職に対してインタビュー調査を行い，現場でそれらのコンピテンシーがどのよう
に求められているのかを確認した．各項目に整理した回答から導き出したキーワード（太
字）に基づいて以下に考察を行う． 
まず，国際業務の現場では，語学力以上に論理的に伝える力，コミュニケーション力が
求められていることが示された．ただしここではコミュニケーションツールとして必要最
低限の語学力が前提となっている．企業が海外派遣者に求める語学力の最低ラインについ
ては，山崎らが開発した「CEFR に準拠した工学におけるグローバル・コミュニケーショ
ン Can-Do List」による企業人事担当者へのアンケート調査において，A2+から B1 レベ
ル（A2+レベルの例：専門的な議論が，ゆっくりはっきりなされていれば，おおむね内容
を理解でき，求められれば独力で意見を述べることができる）であることが報告されてい
る [Yamazaki2017]．そしてインタビューの回答が最も多かったソフトスキル，ヒューマ
ンスキルの面では，自らに対する客観的視点を持つ，論理的に説明して相手を納得させる，
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周りを巻き込む・信頼関係をつくる，全体の意見をまとめ・整理して・最適解を導き出すこ
とが必要とされている．アンケート自由記述で指摘された「論理構成力，論理的に説明す
る能力」が，国際業務の現場では自らの行動や主張，意思決定の根拠を示して相手からの
理解や納得を得るために用いられていることが明らかとなった． 
異文化対応としては，異文化に対する理解と尊重，相手に応じてアプローチを変えられる
国際感覚と合わせて精神的なタフネス，異なるバックグラウンドを持つ相手や利害関係が
対立する状況に対しても交渉・主張する力を併せ持つ必要が指摘された．また海外で通用
する理工系人材には，社会的視点，ビジネスの知識を持ち，技術力に加えてマネジメント力
を備え，現地の状況に応じた技術を見極める力が求められる．さらに駐在員として現地社
員の人材育成，現地社員とのコミュニケーションを図る必要があるとされた．アンケート
で指摘された「自分で考える力，動ける力」は，異文化に適応し的確な状況判断を行うた
めのこうしたコンピテンシーと合致すると言える． 
 一方，学生に対しては在学中に国際経験を通じて自分の弱みと強みを知ることが期待さ
れ，新卒採用時には成績や語学力そのものよりも学生時代の活動の実績，努力する姿勢が
重視される．海外で働く上で必要な「知的探求心，好奇心，行動力」を備えた人材が求め
られており，各社とも入社後にはマネジメント力，コミュニケーション力，海外に対する
意識向上を図っている． 
さらに海外の理工系教育との比較では，米国は実務家育成を重視，東南アジアは「考え
させる教育」が不足しているとの指摘が複数出された．日本の大学教育にも実務との関連
性を高めること，「自分で考える力，動ける力」を養うことが求められている．そして国
際業務に携わる人材には，ビジネスのスタンダードを握る欧米に対しては自分の立場から
主張し交渉すること，アジア等においては日本のやり方を押し付けることなく現地の人材
を育成しつつ自らも成⾧することで，新たな技術やビジネスをともに創り出していく姿勢
が必要とされているといえる． 
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3.4 理工系人材に求められるグローバル・コンピテンシ  ー
 現在の技術者教育で課題とされるのは，急速な変化を伴いながら多様化が進む世界のな
かで新たな価値を持った製品やサービスを創り出し，社会課題を解決できる人材の育成で
ある．そしてそのために，第 2 章と本章で明らかになったように，従来から行われてきた
専門知識や技術の修得（インプット）に加え，それを異文化・異文化との関りのなかで活
用・応用して成果物（アウトプット）につなげることが，これからの理工系人材に期待さ
れる役割である．図 2.1 の分類を用いれば，knowledge と skills，attitudes と identity をバ
ランスよく開発し，また相互に関連付けて強化することで，グローバル環境でも専門知
識・技術を有効に発揮できる実践的な教育プログラムが求められている． 
そうした教育プログラムのなかで具体的にどのようなコンピテンシーを育成すべきなの
か，前章では米国の先行事例を基に図 2.1 を作成したが，本章では日本企業と日本人学生
の認識調査を通じて検証を行い，理工系人材に求められるグローバル・コンピテンシーを
図 3.11 にまとめた． 
 
図 3.11 理工系人材に求められるグローバル・コンピテンシー 
 
図 2.1 で示した knowledge，skills，attitudes，identity をさらにブレイクダウンしたコン
ピテンシーが，それぞれの外周部分に記した項目である．本章で明らかとなった企業ニー
ズとして，skills のうち論理展開力と調整力，attitudes では異文化多様性の受容と知的好奇
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心，探求心，行動力が重視されている．国際業務の現場では，過去に修得した knowledge
や skills を異なる社会文化的背景や価値観を持つチームにおいて発揮し，協働して新たな
価値を持った製品やサービスを創り出し，社会課題の解決を図る人材が求められていると
いえる． 
また，環境汚染や国際テロ，移民問題，情報通信技術の発達による新たな犯罪やリスク
の発生等，国境を超えて取り組むべき課題（グローバル・イシュー）が多様化，深刻化す
る一方で，近年は米中の貿易摩擦，欧州における移民排斥，英国の EU 離脱といった国家
主義的な動きが見られる．こうした内向きの流れに対する危機感から UNESCO は Global 
Citizenship Education (GCED)の取り組みを進め[UNESCO2015]，欧米やアジアの各国か
ら GCED 政策の推進事例や教育現場の取り組みが報告されている[Anderson2017][Collins 
2016][Edihof2016][Cho2017][Chong2015]．日本ユネスコ国内委員会は GCED を「学習
者が国際的な諸問題に向き合い、その解決に向けて地域レベル及び国際レベルで積極的な
役割を担うようにすることで、平和的で、寛容な、包括的、安全で持続可能な世界の構築
に率先して貢献するようになることを目指すものである」と説明しており，第 2 章の先行
研究から導き出された図 3.11 の identity「地球市民」の概念もこれに共通するものであ
る．本章の企業調査からは現場のニーズとして指摘されるには至らなかったが，国連が掲
げる Sustainable Development Goals（SDGs：持続可能な開発目標）に見られるようなグ
ローバル・イシューへの対応は政府や教育機関だけでなくビジネス機会の増大という面も
含めて企業活動と切り離せない状況にあり，今後は技術者にも「地球市民」としてのより
強い意識が求められるものと思われる． 
そして，本章においてグローバル・コンピテンシーの自己認識に影響を与えることが示
された国際プログラムは，修得した knowledge と skills を実践の中で活用し，異文化多様
性や社会課題との接触により attitudes と identity の向上をもたらすものである．参加者は
そのなかで自らの知識と技術の有効性と不足箇所を確認し，プログラムのふり返りを通じ
てさらなる knowledge と skills の修得への動機を得ることが望まれる．この修得→実践→
向上→振り返り→修得という学びと気づきの循環を通じて knowledge，skills，attitudes，
identity の 4 領域を統合した理工系人材のグローバル・コンピテンシーが開発・強化され
るといえる． 
 次章では，このように knowledge，skills，attitudes，identity の 4 領域にわたるコンピ
テンシーを総合的に底上げする教育プログラムと，各コンピテンシーをアセスメントする
ために有効なモデルのひとつとして，芝浦工業大学における多国籍・多分野・地域連携
PBL のプログラム開発と評価手法について論じていく． 
 
 
【本章の研究成果まとめ】 
 米国の先行研究に基づくグローバル・コンピテンシー評価項目の日本語版を作成した． 
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 企業調査の日米比較から，日本企業の理工系人材ニーズとして専門性と同等に「異なる
文化を評価し，理解する力」と「文化の違いを超えて伝え合う力」が重視されているこ
とがわかった． 
 企業規模の比較から，規模の大きい企業で新卒採用者に対するコンピテンシーの期待
値が高いことが示された．同時に，今後は中小企業で現地化を進めるため高いコンピテ
ンシーを有する人材ニーズが増す可能性を指摘した． 
 学生と企業へのアンケート調査を比較し，企業ニーズと学生のコンピテンシー認識に
ギャップが生じていないことが示された． 
 学年別の比較を通じ，大学教育によって専門分野に関わるコンピテンシーが向上して
いることが明らかになった．その一方で，海外情勢や国際ビジネス等の知識，語学力に
ついては学年による差異が小さく，在学中にそれらの修得を促す機会提供の必要性が
示唆された． 
 国際プログラムの経験がコンピテンシーに対する自己認識を変化させることが示され
た．短期間のプログラムであっても，知識・技術を実際のグローバル環境で試す機会を
提供することが意識向上に有効との考察を導いた． 
 質的調査を通じ，日本企業の海外展開のなかで求められる人材像とコンピテンシー項
目を明らかにした．特に重要な項目として論理展開力を有するコミュニケーション，調
整力によるリーダーシップ，技術力とマネジメント力の両立，社会的視点・客観的視点
があげられた． 
 量的調査と質的調査を踏まえ，日本人理工系人材が修得すべきグローバル・コンピテン
シーの概念図を作成した．  
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第 4 章 
異文化多様性適応に関する調査 
 
 
4.1 調査の背景および目的 
前章で明らかになったように，日本企業では専門性と同等に異文化多様性適応に関する
コンピテンシーが重視されている．その測定については，第 2 章で述べたとおり米国にお
いて IDI や GPI，BEVI 等のツールが開発され，教育機関で導入されてきた．そのひとつで
ある Miville-Guzman Universality-Diversity Scale -Short form (MGDUS-S)は，内的整合性
(internal consistency)と再テスト信頼性(retest reliability)がともに 0.85～0.88 と高い値を示
している[Kottke2011]．加えて，他のアセスメント・ツールのようにライセンス・フィーが
発生しない，また質問項目が絞られており調査が容易に実施できるという特⾧を有してい
る．同指標を用いた理工系学生対象の調査事例も多数公表され，欧米や中国の国際比較も行
わ れ て き た [Yeh2003] [Shien2011] [Richardson2013] [Main2015] [Sanger2015] 
[Sanger2017]．一方で日本における MGUDS-S の調査報告は 2018 年時点では見受けられ
ない．そこで本章では，MGUDS-S 日本版の作成と，日本人理工系学生および技術系海外業
務経験者を対象とした調査について論じる．その調査結果から学生の国際経験による適応
度の違い，社会人との比較，先行研究を用いた国際比較を行い，日本人理工系人材の異文化
多様性適応の傾向を明らかにする．さらにそこから，グローバル・コンピテンシーの育成と
向上に必要な国際教育プログラムについて考察する． 
 
4.2 調査概要 
4.2.1 MGDUS-S 日本版の作成 
MGUDS は，普遍性・多様性への適応度（Universal-Diverse Orientation：UDO）すなわ
ち「人々の間にある共通点と相違点の双方を認識して受け入れる態度」（“an attitude of 
awareness and acceptance of both similarities and differences that exist among people”）を測
定する目的で，コロンビア大学ティーチャーズ・カレッジの Miville らによって開発された
[Miville1999]．これをベースに，テストの信頼性を維持しつつ質問項目を 45 項目から 15
項目に改編したものが MGUDS-S である [Fuertes2000]（表 4.1）．調査では，回答者自身
の日常生活でどのような考えを持ち，行動をとっているか，各項目に対する合致度合を 6 段
階（strongly disagree: 1 ~ strongly agree: 6）で評価する． 
本調査の実施にあたっては，日米の文化的社会的背景の違いによりオリジナル版の質問
項目をそのまま使用すると適切な回答が得にくい箇所があったことから文章を一部変更し，
MGUDS-S 日本版とした．開発者 Dr. Miville には日本版における変更点と和訳を確認の上，
調査実施と論文発表の承諾を得た．表 4.2 に変更した箇所（太字・下線部）と調査票に用い
た和訳を示す． 
48 
 
表 4.1 MGUDS-S 質問項目 
1. I would like to join an organization that emphasizes getting to know people from different countries. 
2. Persons with disabilities can teach me things I could not learn elsewhere. 
3. Getting to know someone of another race is generally an uncomfortable experience for me. 
4. I would like to go to dances that feature music from other countries. 
5. I can best understand someone after I get to know how he/she is both similar to and different from me. 
6. I am only at ease with people of my race. 
7. I often listen to music of other cultures. 
8. Knowing how a person differs from me greatly enhances our friendship. 
9. It's really hard for me to feel close to a person from another race. 
10. I am interested in learning about the many cultures that have existed in this world. 
11. In getting to know someone, I like knowing both how he/she differs from me and is similar to me. 
12. It is very important that a friend agrees with me on most issues. 
13. I attend events where I might get to know people from different racial backgrounds. 
14. Knowing about the different experiences of other people helps me understand my own problems better. 
15. I often feel irritated by persons of a different race. 
出典[Fuertes2000] 
表 4.2 MGUDS-S 日本版 質問項目 
1. I would like to join an organization that emphasizes getting to know people from different countries. 
外国人と知り合える団体・組織に参加したいと思う。 
2. Persons with disabilities can teach me things I could not learn elsewhere. 
障がいを持った人々は、他からは学べないことを教えてくれる。 
3. Getting to know someone of another culture is generally an uncomfortable experience for me. 
異文化を持つ人と知り合う際は、たいてい不安を伴う。 
4. I would like to go dinner with foreign student(s)/colleague(s). 
留学生／外国人の同僚と一緒に夕食に行きたい。 
5. I can best understand someone after I get to know how he/she is both similar to and different from me. 
相手のことを十分に理解するためには自分との共通点や相違点を明らかにする必要がある。 
6. I am only at ease with people of my culture. 
自分と同じ文化を持つ人と一緒にいるときだけ安心できる。 
7. I often watch TV programs of other countries. 
海外のテレビ番組をよく見る。 
8. Knowing how a person differs from me greatly enhances our friendship. 
相手と自分の違いを知ることで、友情が大きく育まれる。 
9. It's really hard for me to feel close to a person from another culture. 
異文化出身の人と親しく接するのは、かなりしんどい。 
10. I am interested in learning about the many cultures that have existed in this world. 
世界のさまざまな文化について学ぶことに興味がある。 
11. In getting to know someone, I like knowing both how he/she differs from me and is similar to me. 
誰かと知り合う際は、自分との違いと共通点の両方を知りたい。 
12. It is very important that a friend agrees with me on most issues. 
たいていの物事において友人と自分の意見が一致していることはとても重要である。 
13. I attend events where I might get to know people from different cultural backgrounds. 
自分と違う文化的背景を持つ人々と知り合うようなイベントに参加する。 
14. Knowing about the different experiences of other people helps me understand my own problems better. 
他の人の経験を知ることは、自分の問題を整理するのに役立つ。 
15. I often feel irritated by persons of a different culture. 
自分と異なる文化を持つ人によくイライラさせられる。 
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表 4.2 のように変更した理由は以下のとおりである．  
 
（1）項目 3,6,9,13,15 
多民族社会である米国と比較して日本では日常生活で人種の違いを意識する機会が少
なく，また異文化多様性への適応を調査目的としていることから，"race/racial"を
"culture/cultural"に変更した． 
（2）項目 4 
日本ではダンスをする機会が一般的でないことから，"I would like to go to dances that 
feature music from other countries" を "I would like to go dinner with foreign 
student(s)/colleague(s)"に変更した． 
（3）項目 7 
欧米を中心とする海外の楽曲は日本社会に広く浸透しており「異文化」と認識されにく
いことを踏まえ，"I often listen to music of other cultures"を"I often watch TV programs 
of other countries"に変更した． 
 
なお，MGUDS-S の調査票にはオリジナル版・日本版ともに用語の定義を付記している
[付録 1]．そのなかで「文化」については「社会集団が有する信条、価値観、伝統、行動様
式、言語を指す（"Culture" refers to the beliefs, values, traditions, ways of behaving, and 
language of  any social group.）」と定義される．また上記（1）については先行研究でも同
様の変更を加えた調査が試みられている[Sanger2017]． 
 
さらに，MGUDS-S の 15 項目は UDO の態度・認識・感情にそれぞれ対応する 3 つのサ
ブ・スケールに区分される（表 4.3）．それぞれを構成する 5 項目の回答（1~6）の合計が各
サブ・スケールの値（最低値は 5，最高値は 30）となる．ただし，サブ・スケール 3 に含ま
れる質問項目 3,6,9,12,15 は逆転項目となっているため，回答値を逆転させた上で合計値を
出す必要がある． 
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表 4.3 MGUDS-S サブ・スケールと質問項目 
サブ・スケール 1：態度 
 
Diversity of Contact - students' 
interest in participating in diverse 
social and cultural activities 
1. 外国人と知り合える団体・組織に参加したいと思う 
4. 留学生（外国人の同僚）と一緒に夕食に行きたい 
7. 海外ドラマをよく見る 
10. 世界のさまざまな文化について学ぶことに興味がある 
13. 自分と違う文化的背景を持つ人々と知り合うようなイベント
に参加する 
サブ・スケール 2：認識 
 
Relativistic Appreciation - the 
extent to which students value the 
impact of diversity on self-
understanding and personal 
growth 
2. 障がいを持った人々は、他からは学べないことを教えてくれる 
5. 相手のことを十分に理解するためには、自分との共通点や相違
点を明らかにする必要がある 
8. 相手と自分の違いを知ることで、友情が大きく育まれる 
11. 誰かと知り合う際は、自分との違いと共通点の両方を知りたい 
14. 他の人の経験を知ることは、自分の問題を整理するのに役立つ 
サブ・スケール 3：感情 
 
Comfort with Differences - 
students' degree of comfort with 
diverse individuals 
(逆転項目） 
3. 文化が異なる人と知り合う際は、たいてい不安を伴う 
6. 自分と同じ文化を持つ人と一緒にいるときだけ安心できる 
9. 異文化出身の人と親しく接するのは、かなりしんどい 
12. たいていの物事において友人と自分の意見が一致することは
とても重要である 
15. 自分と異なる文化を持つ人によくイライラさせられる 
 
4.2.2 調査対象者および調査方法 
（1）日本人理工系学生 
 MGUDS-S 日本版を用いて日本人理工系学生を対象とした調査を実施した．調査期間は
2017 年 6 月から同 7 月で，芝浦工業大学工学部とシステム理工学部の学部 1 年から 4 年
生，同大学院理工学研究科の修士 1，2 年生について，授業もしくはゼミの前後に調査票を
配布し，その場で回収した．調査票の回収総数は 381 件，うち有効回答数は 353 件（有効
回答率 92.7％）であった． 
 
 （2）日本人技術系海外業務経験者 
 日本人学生と同じく MGUDS-S 日本版の調査を，企業に所属もしくは企業を経営する技
術系海外業務の経験者を対象に実施した．調査期間は 2017 年 7 月から 8 月で，Google Forms
で調査票を作成しメールにて調査依頼を行った．調査配信数は 40 件，うち有効回答数は 35
件（有効回答率 87.5％）であった． 
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4.3 調査結果 
 4.3.1 回答者の属性 
（1）日本人理工系学生 
本調査で回答のあった学生 353 人のうち，性別比では 79%が男性，女性が 21.0%である
（表 4.4）．学年別にみると 1・2 年生 65.8%，3・4 年生 12.7%，修士課程在籍者 21.5%で
ある（表 4.5）．また，専攻領域は情報・通信が 24.1%で最も多く，機械の 19.3%，生命工
学の 13.6%と続いている（表 4.6）．さらに，留学（語学，PBL，研究），海外インターンシ
ップ，海外ボランティア，国内での国際活動等の国際プログラム，観光旅行，保護者の海外
駐在への帯同，国際学会や海外遠征のいずれかひとつ以上の経験を有するものが全体の
60.9%，そうした経験のない学生が 39.1%となっている（表 4.7）． 
 
表 4.4 日本人理工系学生 回答者の性別 
男 性 279 人 （79.0％） 
女 性 74 人 （21.0%） 
合 計 353 人 （100.0％） 
 
表 4.5 日本人理工系学生 回答者の学年 
学部 1 年 122 人 （34.6%） 
学部２年 110 人 （31.2%） 
学部 3 年 28 人 （7.9%） 
学部 4 年 17 人 （4.8%） 
修士 1-2 年 76 人 （21.5%） 
合 計 353 人 （100.0％） 
 
表 4.6 日本人理工系学生 回答者の専攻領域 
電気・電子 29 人 （8.2%） 
情報・通信 85 人 （24.1%） 
機械 68 人 （19.3%） 
建築・都市計画・環境 45 人 （12.7%） 
化学・材料 13 人 （3.7%） 
生命工学 48 人 （13.6%） 
生物学 11 人 （3.1%） 
数学 46 人 （13.0%） 
その他 2 人 （0.6%） 
無回答 6 人 （1.7%） 
合 計 353 人 （100.0％） 
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表 4.7 日本人理工系学生 国際経験の種類と有無 
国際プログラム経験者 1)  111 人 （31.4%） 
観光旅行のみ経験者 96 人 （27.2%） 
その他（海外駐在帯同，国際学会，海外遠征） 8 人 （2.3%） 
いずれの国際経験もない 138 人 （39.1%） 
合 計 353 人 （100.0%） 
1) 留学（語学，PBL，研究），海外インターンシップ，海外ボランティア，国内での国際経験 
 
 国際プログラムの種類別内訳としては，留学（語学，PBL，研究）が 97 人，海外インタ
ーンシップが 7 人，海外ボランティアが 3 人，国内での国際経験（PBL，国際交流，留学生
支援活動等）が 45 人となっている（のべ経験者数）． 
このうちプログラム期間に関する回答を得られたものについて，留学および国内での国
際経験の期間はそれぞれ図 4.1 と図 4.2 のとおりである．留学期間の 68％を占める１カ月
未満のプログラムは派遣型 PBL と工学英語研修，同 29％を占める 1 カ月以上～6 カ月未満
は英語圏での語学研修が中心となっている．また，国内での国際経験の 51％を占める 2 週
間未満のプログラムは受入型 PBL，同 35％を占める 6 カ月以上の活動は国際交流サークル
活動，国際学生寮での国際交流，グローバル・ラーニング・コモンズ（キャンパス内国際交
流スペース）学生スタッフ等となっている． 
 
  図 4.1 留学期間（のべ経験者数）  図 4.2 国内での国際経験期間（のべ経験者数） 
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（2）日本人技術系国際業務経験者 
 一方，日本人技術系国際業務経験者を対象としたアンケートでは，回答者 35 人のうち男
性は 88.6%，女性は 11.4%である（表 4.8）．年齢は 50 歳以上が 57.1%で最も多く，次いで
40～49 歳の 22.9%となっており，20・30 代は合わせて 11.7%である（表 4.9）．回答者の役
職・職位については社⾧／事業主および副社⾧が 25.7%，部⾧と課⾧／室⾧が合計で 42.9%
を占める（表 4.10）．また所属先業種では製造業が 31.4%，続いて情報通信業と学術研究，
専門・技術サービス業が同数で 20.0%となっている（表 4.11）． 
 
 
表 4.8 日本人技術系国際業務経験者 回答者の性別 
男 性 31 人 （88.6％） 
女 性 4 人 （11.4%） 
合 計 35 人（100.0％） 
 
 
表 4.9 日本人技術系国際業務経験者 回答者の年齢 
30歳未満 4 人 （3.1%） 
30～39歳 3 人 （8.6%） 
40～49歳 8 人 （22.9%） 
50歳以上 20 人 （57.1%） 
合 計 35 人 （100.0％） 
 
 
表 4.10 日本人技術系国際業務経験者 回答者の役職・職位 
社⾧／事業主 6 人 （17.1%） 
副社⾧ 3 人 （8.6%） 
部⾧ 10 人 （28.6%） 
課⾧／室⾧ 5 人 （14.3%） 
係⾧ 1 人 （2.9%） 
一般社員 5 人 （14.3%） 
契約社員／嘱託社員／派遣社員／臨時社員 2 人 （5.7%） 
その他 3 人 （8.6%） 
合 計 35 人 （100.0％） 
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表 4.11 日本人技術系国際業務経験者 回答者の所属先業種 
建設業 1 人 （2.9%） 
製造業 11 人 （31.4%） 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 人 （2.9%） 
情報通信業 7 人 （20.0%） 
卸売業，小売業 3 人 （8.6%） 
学術研究，専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 7 人 （20.0%） 
教育学習支援業 3 人 （8.6%） 
公務（他に分類されるものを除く） 2 人 （5.7%） 
合 計 35 人 （100.0％） 
 
 
 
 4.3.2 国際経験による比較 
 表 4.12 では，MGUDS-S の各サブ・スケールの合計スコアについて，（1）国際業務経験
のある社会人，（2）国際プログラムの経験者，（3）観光旅行のみの経験者，そして（4）国
際経験を持たない学生の各グループの平均値を比較した．また，その数値をもとにグラフ化
したのが図 4.3 である．ここから明らかとなった事項は以下のとおりである． 
 
 国際業務経験のある社会人はすべてのサブ・スケールで最も高い値を示している．ただ
し Comfort with Differences（感情）は他のサブ・スケールに比べ低い値となっている． 
 
 国際プログラム経験者はすべてのサブ・スケールで他の 2 つの学生グループよりも高
い値を示しており，特に Diversity of Contact（態度）で大きな差をつけている． 
 
 観光旅行のみの経験者は国際経験を持たない学生とほぼ同等の値に留まっている．特
に Diversity of Contact（態度）は他のサブ・スケールに比べて低い値となっている． 
 
 Relativistic Appreciation（認識）はいずれのグループも比較的高い値を示している． 
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表 4.12 国際経験からみた MGUDS-S サブ・スケール・スコアの比較 
  N Diversity of 
Contact 
Relativistic 
Appreciation 
Comfort with 
Differences 
Mean SD Mean SD Mean SD 
(1) Japanese professionals with 
international business experience 35 22.11 4.42 22.43 4.47 20.37 4.60 
(2) Japanese students participated 
in international programs1) 111 19.76 5.02 21.22 3.92 18.96 3.63 
(3) Japanese students with 
sightseeing experience only 96 15.43 4.86 19.68 4.39 17.82 4.18 
(4) Japanese students without 
international experience 138 15.28 4.63 19.88 4.36 17.14 3.75 
1) 留学（語学，PBL，研究），海外インターンシップ，海外ボランティア，国内での国際活動のうちひとつ
以上を経験している学生． 
 
 
 
図 4.3  国際経験からみた MGUDS-S サブ・スケール・スコアの比較 
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 4.3.3 国際比較 
 続いて，異文化多様性適応に関する国際比較を試みる．本稿では，パデュー大学
Department of Electrical and Computer Engineering Technology の Sanger らがポーランド
およびドイツの工科系大学と共同実施した多国籍・多分野・企業連携 international capstone 
project の連携企業の社会人および参加学生に対する調査結果を用いる[Sanger2015]． 
なお，同調査で使用されたのは MGUDS-S のオリジナル版であり，日本版とは調査項目
が同一でない（サブ・スケール Diversity of Contact（態度）にあたる 2 項目を変更してい
る）ことから単純なスコア比較は妥当ではないが，各グループのスコアから大まかな傾向を
読み取ることは可能であるといえる．  
 各グループのサンプル数およびサブ・スケール・スコアの平均値を示したものが表 3.13
である．「(1) International professionals」は多国籍からなる実務家もしくは起業家であり，
異文化多様性適応の目標値と位置付けられている．「(2) American」と分類されているもの
はパデュー大学の学部 4 年生 94 人で留学生を 7.45%含んでいる．「(3) Polish」はポーラン
ド Gdansk University of Technology 機械工学専攻の学部 3 年生 117 人（留学生は 0 人），
「(4) German」はドイツ Leibniz University of Hannover 電気工学専攻の学部 3 年生 42 人
（うち留学生 26.19%）となっている[Sanger2015]．これに対する日本側のグループは，経
験値を揃えるため，「(5) Japanese professionals」として技術系国際業務経験者 35 人，国際
プログラム経験のある修士課程学生 37 人（「(6) Japanese Master’s students」）および学部
生 74 人（「(7) Japanese undergraduate students」）とした．また，これらの値をグラフ化し
たものが図 3.4 である．ここから明らかとなった事項は以下のとおりである． 
  
 Diversity of Contact（態度）は International professionals が突出して高い．次いで日本
人の国際業務経験者で，学生の値はいずれのグループも同程度となっている． 
 
 Relativistic Appreciation（認識）でも社会人の値が高い傾向にあるが，Diversity of Contact
（態度）で見られるほど学生との間で差が開いてはいない．学生の値はいずれのグルー
プもほぼ同程度となっている． 
 
 Comfort with Differences（感情）では American の学生が最も高い値をつけており，僅
差で International professionals となっている．Polish と German は日本人国際業務経
験者よりも高く，日本人学生は修士，学部の順でさらに低い値を示しており，学生グル
ープ間のばらつきが最も大きい． 
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表 4.13  MGUDS-S サブ・スケール・スコアの国際比較  
N Diversity of  Contact 
Relativistic 
Appreciation 
Comfort with 
Differences 
(1) International professionals1) 22 26.27 24.73 24.91 
(2) American undergraduate student2) 94 19.77 22.11 25.36 
(3) Polish undergraduate students2) 117 20.10 21.72 22.47 
(4) German undergraduate students2) 42 19.38 20.49 21.59 
(5) Japanese professionals3) 35 22.11 22.43 20.37 
(6) Japanese Master's students4) 37 19.92 21.78 19.38 
(7) Japanese undergraduate students4) 74 19.68 20.93 18.76 
1) ロシア，メキシコ，ルクセンブルグ，オーストラリア，南アフリカ，ウズベキスタン，ブラジル，フィ
ンランドの実務家もしくは起業家．多国籍・多分野・企業連携 international capstone project の一部に参加． 
2) 多国籍・多分野・企業連携 international capstone project に参加した各国大学の工科系学生． 
3) 技術系国際業務の経験者． 
4) 留学（語学，PBL，研究），海外インターンシップ，海外ボランティア，国内での国際活動のうちひとつ
以上を経験している学生． 
 
 
図 4.4  MGUDS-S サブ・スケール・スコアの国際比較 
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 4.3.4 語学力との相関 
 異文化多様性への適応に影響するものとして，語学力との相関についても検証する．表
4.14 は調査に回答した学生の TOEIC テストスコアのレベル別人数内訳である．300 点以
上 500 点未満の層が回答者全体の 6 割以上を占めている．また個々の TOEIC テストスコ
アと MGUDS-S 総合スコア（15 項目のスコアの総和）の相関を示したのが図 4.5 であ
る．ここからは両者の間にごく弱い相関しか認められない． 
 
表 4.14 日本人理工系学生 TOEIC テストスコアレベル内訳 
800点以上 5 人 （1.6%） 
700点以上800点未満 10 人 （3.2%） 
600点以上700点未満 29 人 （9.4%） 
500点以上600点未満 57 人 （18.4%） 
400点以上500点未満 106 人 （34.3%） 
300点以上400点未満 81 人 （26.2%） 
300点未満 21 人 （6.8%） 
回答者合計 309 人 （100.0%） 
   無回答 44 人  
サンプル合計 353 人  
 
 
図 4.5 TOEIC スコアと MGUDS-S 総合スコアの相関 
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 また，前項で取り上げた Sanger らの調査では，母国語以外の言語（第二言語）を修得し
た学生と修得していない学生の MGUDS-S サブ・スケール・スコアを比較している
[Sanger2015]．同調査よれば，Comfort with Differences（感情）領域で第二言語を修得し
たグループが 2.09 ポイント高い値を示したが，Diversity of Contact（態度）と Relativistic 
Appreciation（認識）では第二言語を修得していないグループの方がそれぞれ 1.55 ポイン
トと 0.95 ポイント高い値をとっている．ここからも，語学力がそのまま異文化多様性の適
応度につながるとはいえないことが示されている． 
 
4.4 考察 
 前節までの調査結果から，異文化多様性適応に関して以下の点が示唆される． 
 
（1）国際経験 
いずれのサブ・スケールでも国際経験のない学生と観光旅行のみを経験している学生の
MGUDS-S スコアにはほとんど差が見られないが，国際プログラムを経験した学生はそれ
らよりも高い値を示し，社会人に近づいている．ここから，観光旅行のような異文化多様性
との接触が比較的浅い経験からは適応度に大きな変化は現れず，より深い異文化との接触
や多様性を有する人々とのコミュニケーションを伴う国際プログラムへの参加を経験する
ことで適応の度合いに変化が生まれると考えられる． 
サブ・スケール別にみると，Diversity of Contact（態度）において国際経験のない学生お
よび観光旅行のみの学生は 3 つのサブ・スケールのなかで最も低い値を示しており，社会
人および国際プログラム経験者との差が最大となっている．多様性に対する関心を持った
り異文化環境に参画したりすることは経験の少ない学生にとってハードルが高いが，国際
プログラムの経験を積むことで大幅な伸びが期待できるといえる． 
また Relativistic Appreciation（認識）では各グループの差が他のサブ・スケールと比較し
て小さく，全体的に高いスコアを示している．その一方で Comfort with Difference（感情）
は社会人および国際プログラム経験者ともに他のサブ・スケールと比べて低い値となって
いる．各グループとも多様性を理解することは自己の理解や成⾧に価値があると認めなが
らも，実際の生活においては依然として異文化に対する緊張，不安，疲労を感じているとい
える．ただし Comfort with Difference（感情）領域における各グループの値から，異文化多
様性への接触が増すにつれてそれらネガティブな感情は段階的に緩和されているといえ，
国際経験を積むことに一定の有効性が見られる． 
 
（2）国際比較 
Diversity of Contact（態度）において International professionals のスコアが突出してい
る．日本人の国際業務経験者もそれに次いでおり，異文化環境での実務経験が態度の変化を
促すといえる．また，国際プログラムに参加経験のある日本人学生は Diversity of Contact
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（態度）と Relativistic Appreciation（認識）の領域で欧米の学生と同等のレベルに並んでい
る．適切な体験が学生の異文化多様性適応度を向上させ，国際的な水準に近づくことが可能
であると考えられる． 
ただし，Comfort with Difference（感情）については，米国学生のスコアが社会人を抑え
て高い値を示す一方で，日本人は社会人と学生のいずれもが欧米のグループより低い値と
なった．ここから，多民族多文化社会のなかで成⾧してきた米国の学生は感情面での異文化
多様性適応が高いと考えられ，成⾧後の国際経験よりも文化的社会的要因の影響が大きい
といえる．日常生活で異文化環境に触れる機会の少ない日本人は，幼少期から多様性に触れ
る機会を増やすことで感情面での適応度を向上させることが可能と考えられる． 
 
（3）語学力 
TOEIC スコアと MGUDS-S 総合スコアとの間にはごく弱い相関しか認められず，先行
研究の結果からも，語学力の高さが異文化多様性に適応した態度や認識，感情につながると
は必ずしもいえないことが明らかとなった．グローバル・コンピテンシーのなかで語学力は
重要項目のひとつであるが，異文化多様性適応の面では語学力の向上と同時に国際プログ
ラムの機会を提供することがより有効であるといえる． 
 
 
【本章の研究成果まとめ】 
 グローバル・コンピテンシーの主要項目である異文化多様性適応について，米国や欧州
の工学研究で用いられてきたアセスメント・ツールである MGUDS-S の日本語版を作
成した． 
 MGUDS-S 日本語版を用いて日本人学生の異文化多様性適応を調査し，国際プログラ
ムの経験が適応性の向上に有効であることが示された．またその一方で，観光旅行のみ
の場合は国際経験のない学生と同等の適応性に留まることが明らかになった．  
 異文化多様性適応性と TOEIC L&R テストスコアとの相関が低いことが示された．国
際プログラムを通じた異文化との接触と交流，協働の経験が，語学力そのものよりも大
きく影響していると示唆された． 
 日米欧の学生および実務家の国際比較から，異文化多様性に対する態度面と認識面に
ついては日本人も国際経験によって欧米と同等の受容度を示すが，感情面での受容度
を上げるのは難しいことがわかった． 
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第 5 章 
理工系人材のグローバル・コンピテンシー向上を図る 
国際プログラムの開発 
 
5.1 背景および本章の目的 
今日の技術者教育においては，異なる専門領域や文化的背景，母国語，経歴を有するメン
バーとの協働経験が求められており，国際的な環境の下でのトレーニングを提供すること
が教育機関におけるひとつの課題とされている．たとえば，International Engineering 
Alliance（IEA）は，「卒業生としての知識・能力と専門職としての知識・能力（Graduate 
Attributes and Professional Competency Profiles）」のひとつとして「チームにおける役割と
チームの多様性」を設定し，具体的には「個別に，また，多様性のあるチーム又は多専門分
野の要員が参加する場合を含むチームの一員又はリーダーとして，効果的に役割を果たす」
ことを求めている[IEA2013][JABEE2011]．理工系の学生にとって，チームメンバーとの協
働作業を支えるコミュニケーション能力の向上が必要不可欠となっている． 
また，近年の社会的要請として，技術者教育は特定の専門領域に関わる知識や技術の修得
を目指すのみならず，学生の社会的課題に対する意識を喚起しその理解を促進することが
期待されている．2015 年 12 月に開催された第 5 回世界工学会議では，エンジニアは専門
領域の発展と同様に社会的課題を踏まえた活動をおこなうべきである，との表現を含む京
都宣言が採択された[WECC2015]． 
これらの趨勢を反映するように，欧州や北米，アジアの理工系教育機関において，多様性
を有するチームを基本としたさまざまな Project Based Learning（PBL）型の教育プログラ
ムが展開されてきた[Segalàs2011][Budny2011][Servant2013]．またそのうちのいくつかの
事例は，コミュニティ・サービス・ラーニングやソーシャル・ラーニングを通じて学習者の
社会的課題に対する意識を喚起し，それぞれのキャリア形成においてエンジニアとしての
社会的役割を考察させる内容となっている[Coyle2005][Gilbert2014]． 
その一方で，日本国内においては，技術者教育の場面でチームの多様性および社会的課題
の導入といった両面からアプローチを試みた教育プログラムの実践は必ずしも十分に蓄積
されてはおらず，情報や課題の共有が望まれる． 
このような問題意識から，本章では，2015 年 1 月に実施された多国籍・多分野・産学地
域連携 PBL について多様性と社会的課題の導入を図った一事例として取り上げ，その開発
と学修成果について報告する．第 1 節で理工系教育における PBL の展開について概観した
上で，第 2 節ではグローバル・コンピテンシーの向上を図るプログラムの開発について述
べ，第 3 節においてその学修成果を検証する． 
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5.2 芝浦工業大学における Project Based Learning（PBL）の展開 
芝浦工業大学システム理工学部（1991 年設置）および同大学院理工学研究科システム理
工学専攻（2011 年設置）では，「テクノロジーの光と影を見据えて，環境問題，資源問題，
あるいは伝統的文化・価値観などとの協和を基本に据えて総合的，学際的に問題解決を図る
センスと具体的技法を身に付けること」を理念とし，システム工学を基盤とした講義と PBL
演習を有機的かつ体系的に組み合わせた分野横断型教育プログラムを実践し，並行してア
セスメントの方法論の体系化を進めてきた[小口 1992][井上 2010][井上 2013] [⾧谷川
2013a] [⾧谷川 2013b] [井上 2016]． 
同プログラムはシステム理工学部 5 学科合同で 1 年の前期から始まり，大学院修士課程
システム理工学専攻へとつながる．PBL 演習では分野を超えた課題の発見，解決方法，異
なった専門性を持つ人たちとのチームワークを経験し，講義ではシステム工学とプロジェ
クトマネジメントの理論を修得する．図 5.1 のとおり体系的に演習と講義を繰り返すこと
で，実体験に基づいた理論の理解と，理論に基づいた実践を促すことが可能となっている． 
2013 年度にはさらに，修士課程の「システム工学特別演習」（学部 3 年「システム工学
演習 C」と合同で実施）を発展させるかたちで 2 つの大学院科目が新設された．ひとつは
タイの King Mongkut's University of Technology Thonburi（KMUTT）との連携による
「国際 PBL」[Inoue2015]である．バンコクとその周辺地域において実施される集中プロ
グラムのなかで，学生達は国籍・分野混合チームによりテーマ設定から解決策の提案まで
を行う．もう一方の科目が「産学・地域連携 PBL」[古川 2016]である．企業や地方自治
体が抱える課題に対し学生の目線から新たなアイデアを出して解決策を検討し，プロトタ
イプの試作・評価を行う． 
 
 
図 5.1 システム工学教育プログラムの構成[井上 2016] 
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 「システム工学特別演習」（「システム工学演習 C」），「国際 PBL」，「産学・地域連携 PBL」
では図 5.2 に示した共通の問題解決プロセスが導入されている．ここではまず，提示された
キーワード（環境，エネルギー，医療，福祉，防災，地域振興等）の下，異なる専攻領域の
メンバーでプロジェクト・チームを立ち上げる．各チームはキーワードから解決すべき問題
としてテーマを具体化し，講義科目で得た知識や技術を用いて現状分析と要求分析・定義を
行う．そこで得られたアイデアをもとにしてシステム計画と予算計画を立案し，教員や他チ
ームに対してデザインレビューの場で報告する．そこでの議論を踏まえて問題の再定義や
計画の修正・改善を行い，最終的な解決策の提案へと結びつける．このプロセスを通じて総
合的問題解決能力を実践的に養成していく． 
 
 
図 5.2 PBL 演習の問題解決プロセス[⾧谷川 2013b] 
 
そして，このような教育プログラムの理念と実践，国際連携・産学地域連携のノウハウと
ネットワークの蓄積を受けて新たに開発されたのが，本章で取り上げる多国籍・多分野・産
学地域連携 PBL である． 
 
5.3 多国籍・多分野・地域連携 PBL の開発 
 5.3.1 プログラムの概要 
 多国籍・多分野・産学地域連携 PBL の初回プログラムは，2015 年 12 月 10 日から 18 日
の 9 日間の日程で大宮キャンパスにおいて実施された．表 5.1 の各活動のうち，「W」とさ
れているのがグループワーク，「L」は国際協力や異文化への理解を促す企画，「P」はプレ
ゼンテーション，そして「S」は後述する「驚き体験」となっている． 
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  初回プログラムに参加した大学は，カンボジア Institute of Technology of Cambodia 
(ITC)，インドネシア Institut Teknologi Sepuluh Nopember (ITS)，シンガポール National 
University of Singapore (NUS)，タイからは King Mongkut's University of Technology, 
Thonburi (KMUTT) と Suranaree University of Technology (SUT) ， ベ ト ナ ム Hanoi 
University of Science and Technology (HUST)，そして日本から東京電機大学（TDU）と芝
浦工業大学（SIT）の 6 カ国 8 大学で，芝浦工業大学の参加者にはベトナム，マレーシア，
エチオピアの学生も含まれる．参加学生数および専攻分野は表 5.2 のとおりである． 
参加学生の選考については，協定校では各校毎の筆記・口頭試験あるいは教員の推薦によ
り決定され，芝浦工業大学の学生については正課でシステム工学の思考・手法に関する知識
を修得していること，および PBL 演習の経験を有することを条件とし，英語力による参加
制限は設けていない． 
 
 
表 5.1 2015 年度多国籍・多分野・産学地域連携 PBL 日程 
 
 
 
 
 
 
Day 1 Thu. Dec. 10 PM - Orientation, Icebreaking and Forming up a team
AM W Confirmation of the theme, and Requirement analysis
PM W Goal setting  Assessment planning, Budget planning and Schedule planning foractivities
Evening L Panel Discussion by faculty members of SIT and overseas partner universitis"Global Communication and Collaboration in Engineering Education"
AM P Presentation of the project theme and activity plan
PM W Field Work for DR, and Preparation of design review (DR) materials
PM S Field Research at Showa Village
Evening L International cultural exchange: peformance by each university
Night W Preparation of design review (DR) materials
PM S Company Visit
Evening P Design review (DR)
Day 6 Tue. Dec. 15 AM/PM W Activities (Research/Survey/Production) in accordance with the planned schedule
Day 7 Wed. Dec. 16 AM/PM W Activities (Research/Survey/Production) in accordance with the planned schedule
AM W Preparation of the final presentation materials
PM P Final presentation, Report of expenditures
Day 9 Fri. Dec. 18 AM/PM - Assessment and Closing ceremony
Fri. Dec. 11
Mon. Dec. 14
Thu. Dec. 17
Sat. Dec. 12
Sat. Dec. 13
Day 2
Day 5
Day 8
Day 3
Day 4
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表 5.2 2015 年度多国籍・多分野・産学地域連携 PBL 参加者の所属大学および専攻分野 
 
 
 5.3.2 チームの多様性形成 
 表 5.2 のとおり，参加学生の出身国はアジア地域を中心に 8 か国にわたり，その専攻分野
も多岐にわたっている．また年齢についても 19 歳（学部 2 年生）から 26 歳（社会人修士）
におよんだ． 
チーム編成においては，本プログラムに必要とされる 5 項目（Work in multi-cultural and 
interdisciplinary team 、 Engineering Design ， “System Thinking” ，  “Engineering 
Methodology”，Leadership）に関する自己評価を実施・集計し，国籍・分野・学年のバラン
スを加味してメンバーの調整を行った結果， 多様性を有する 10 チームが編成された． 
各チームでの議論や作業におけるコミュニケーションは英語を基本とするが，参加者の語
学力にも幅があるため，電子辞書やスマートフォンなどの機器使用，ボディランゲージや描
画などあらゆる手段を認めた． 
また，ティーチング・アシスタント（TA）として過去に「国際 PBL」に参加した経験を
有する 4 か国 6 名の学生を配置した．彼らについてもプログラム運営や参加学生支援を担
う 11 番目のチームと見なすことができる． 
 
5.3.3 海外協定校との連携 
 今回参加した海外 6 校のうち，KMUTT，SUT，HUST は SEATUC（東南アジア工科系
大学コンソーシアム）等を通じて従来から協力関係にあり，各校の教職員を通じてプログラ
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ITC Cambodia 1 1 1 3
ITS Indonesia 1 1 1 1 4
NUS-ISS Singapore 3 3
KMUTT Thailand 3 1 1 1 1 3 1 1 12
SUT Thailand 1 2 1 1 5
HUST Vietnam 2 1 3
TDU Japan 3 3
SIT Japan(Vietnam/Malaysia/Ethiopia) 6 1 20 1 1 1 30
3 8 4 26 2 2 1 1 1 3 5 1 4 1 1 63
Number of
participants
Major field of study
＊( )は内数でTA（ティーチング・アシスタント）
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ムの案内と学生募集を行った．ITS については KMUTT の協定校として前年度の大学院科
目「国際 PBL」へ学生を受け入れたことで，大学間協定の締結と本プログラムへの参加に
つながった．ITC および NUS については教員のネットワークを通じて働きかけを行い，協
定締結と学生受け入れが実現した． 
 連携にあたっては協定校の教員についてもプログラムへの理解を促進する必要があるた
め，今回は各校から教員を招聘し，学生の活動状況を確認してもらうとともに教員同士によ
る意見交換・情報交換をおこなった．またプログラム 2 日目にはパネルディスカッション
を開催し，各教員による国際化の取り組みや国際プログラム紹介に対して各国学生から積
極的な意見や質問が出された． 
 
 5.3.4 企業・地方自治体との連携 
 各チームのプロジェクト・テーマ決定にあたっては，環境・エネルギー・交通・災害対策
といったキーワードが教員から提示されるとともに，企業や地方自治体からもそれぞれが
取り組んでいる課題が提供された．実社会での課題に触れることにより，エンジニアとして
の社会での役割を意識させることを目的としている． 
今回は前述の大学院科目「産学・地域連携 PBL」や大学コンソーシアムさいたま[さいた
ま市 2014]の活動を通じて協力関係にあったさいたま市および金融機関との連携が実現し
た．各チームが設定したテーマは表 5.3 のとおりであり，そのうち＊印が連携先からの課題
に応じたものである．連携企業・地方自治体からはプログラム初日のテーマ発表と最終報告
会への出席，施設見学（図 5.3）や学生によるフィールド調査（図 5.4），グループワーク途
中段階での学生への助言において協力が得られた． 
 
表 5.3 2015 年度多国籍・多分野・産学地域連携 PBL チーム別テーマ 
 
Team Project Theme
1 Transportation support system for Olympic Game*
2 SMART CITY IN MISONO- urban development in Saitma City*
3 Mobile Banking Application for College Students*
4 Kazelar System - solar panels and harnessing offshore wind energy
5 Microbeads - awareness campaign and innovation of wastwater treatment*
6 Let’s start “英GO” - English conversation application
7 Multi-language Communication Application
8 Olympic Garbage Problem Solving*
9 Parafamilympic - promotion event for Paralympic Game
10 Banking Services for Foreign Students in Japan*
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 また，このようなチーム毎のプロジェクト・テーマと並行し，高齢化の問題について考察
する機会を学生達に提供した．前述の WECC2015 京都宣言においても，世界的に進行しつ
つある高齢化のなかで人々がよりよく生きるためにエンジニアが貢献すべきとの言及がな
されているが，アジアの中でいち早くそれに直面する日本の現状を知るために，高齢化率
55.1％（2015 年 9 月 1 日現在）[福島県 2015]の福島県昭和村を訪問して 2 時間半のフィー
ルド調査を行った．実施にあたっては，村役場から公民館の使用，チーム毎のインタビュー
（図 2 参照）に応じる住民の手配，村内各集落への周知に協力を得た． 
 
 
図 5.3 下水処理場見学の様子      図 5.4 住民インタビューの様子 
 
 調査当日は，学生に対して統計データをもとに各国の現状と将来予測を説明し，高齢化が
アジア地域の共通課題となる旨を伝えた．その上で村内各集落に分かれ，教員の同行なしで
(1)住民が高齢化をどのように捉え，地域社会の維持にどう取り組んでいるのかインタビュ
ーすること，(2)村内を散策して学生自身が驚いたことや魅力と感じたものを記録すること，
(3)公共交通機関に乏しい村内の各所から集合場所まで戻ることをミッションとした． 
 さらに，本プログラムでは日本の最新技術に触れるため，自動車メーカーの研究開発セン
ターを訪問した．施設見学の際は日英両言語による説明があり，活発な質疑応答がなされた． 
  
 5.3.5 チームの能力強化 
 学生が多様性を有するチームのなかでそれぞれの役割を担い，チームとしての能力を強
化するため，プログラム内にいくつかの機会を設けた． 
 そのひとつが「驚き体験」である．前項のうち，昭和村でのフィールド調査と自動車メー
カー訪問は当初のスケジュールで学生に提示されておらず，いずれも直前になって通知さ
れた．昭和村は外国人学生のみならず日本人学生にとっても見ず知らずの土地であり，そこ
で与えられたミッションを果たすにはチームとしての団結が必要となる．さらに自動車メ
ーカー訪問日の夕方には中間報告が予定されていたため，前日にスケジュール変更を知っ
た学生たちは当初の活動計画を修正して準備作業にあたることを迫られた．このような想
定外の課題や急な日程変更は実社会のプロジェクトで頻繁に生じることであり，体験を通
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じた環境変化への適応力やチーム内のコミュニケーションの強化を図っている． 
 また，プログラム中 3 度にわたりチームによる報告の場を設定した．教員は投資家とし
て学生のプロジェクトを評価し，それぞれの視点から意見を提示する．最終報告には(1) 
background and objective, (2) requirement analysis for present status and needs, objective, 
requirements, strategy, goal and criteria plan for evaluation, (3) implementation such as 
summary and scope, implementation plan, (4) evaluation including its method and result, (5) 
Conclusion を項目に含むよう指示が出された（図 5.5 参照）． 
 
  
図 5.5 最終報告会配布資料の例 
 
 
5.4 多国籍・多分野・産学地域連携 PBL の学修成果アセスメント 
 5.4.1 評価手法 
 本プログラムにおいては、チームおよび学生個人の学修成果を測定するために下記によ
る評価を行った。 
(1) Learning Outcomes Assessment 
学修成果評価：自己評価はプログラム開始前および終了時，チームメンバーによる他者
評価はプログラム終了時に実施 
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(2) Group Evaluation on Design Review and the final presentation 
チームパフォーマンスに対する相互評価：中間報告会および最終報告会で実施 
(3) Progress Report On Generic skills (PROG) Test [リアセック] 
社会人基礎力評価テスト：プログラム終了時に実施  
(4) 工学系 CEFR-based Can-do リスト[山崎 2014] 
（CEFR=Common European Framework of Reference for Languages） 
外国語によるコミュニケーション能力自己評価：プログラム終了時に実施 
(5) Questionnaire for Field Research in Showa Village 
昭和村フィールド調査で向上したスキルの自己評価：フィールド調査終了時に実施 
 
 5.4.2 評価結果 
（１）多様性を有するチームでの協働作業を通じたコンピテンシー向上 
 まず，本プログラムが試みた多様性の導入という観点から，多国籍・多分野からなるチー
ムメンバーとの協働作業を通じて学生がどのようなコンピテンシーを伸ばすことができた
と認識しているかを，前項の評価方法のうち(1) Learning Outcomes Assessment および(5) 
Questionnaire for Field Research in Showa Village の結果から分析する． 
 まず，チーム編成前とプログラム終了後に実施した個人別の Learning Outcomes 
Assessment の結果を平均値として表とグラフにまとめたものが表 5.4および図 5.6である． 
日本人学生・外国人学生いずれもすべての項目でプログラム後に自己評価の向上が見ら
れ，かつチームメンバーによる相互評価はそれを上回るという結果が出ている．特に，その
うち「Work in multi-cultural and interdisciplinary team」の項目が他者評価で最大値をつけ
ており，多様性を有するチームでの経験が学生の自己認識を向上させたと言える．ただし，
日本人学生は外国人学生に比べて自己評価が低く，相互評価との開きが大きい．グローバル
環境下では自らを過小評価するのではなく，より客観的な視点を持つ必要があるだろう．ま
た，リーダーシップについては日本人学生の自己評価と相互評価がともに他項目に比べ低
い値を示しており，強化が必要な項目であることが示された． 
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表 5.4  Learning Outcomes 自己評価・相互評価の平均値 
  Work in multi-
culture and 
interdisciplinary 
team 
Engineering 
Design 
System 
Thinking 
Engineering 
Methodology  
Leadership  
Average of Japanese students  
Pre-PBL  
(self-evaluation) 
n=27 
3.00 2.93 2.96 2.78 2.56 
Post-PBL  
(self-evaluation) 
n=22 
3.32 3.27 3.32 3.45 3.09 
Post-PBL  
(peer-evaluation) 
n=28 
4.00 3.76 3.71 3.74 3.57 
Average of overseas students 
Pre-PBL  
(self-evaluation) 
n=30 
4.00 3.37 3.67 3.37 3.50 
Post-PBL  
(self-evaluation) 
n=31 
4.35 3.87 3.87 3.87 3.90 
Post-PBL  
(peer-evaluation) 
n=32 
4.43 4.07 4.08 4.16 3.96 
 
 
図 5.6 Learning Outcomes 自己評価・相互評価の平均値 
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次に，Questionnaire for Field Research in Showa Village については，表 5.5 のとおり
Communication，Self-control，Problem-solving の 3 分野各 3 項目，合計 9 つの評価項目を
設定した．これらの質問票の作成にあたっては米国の各大学で導入されているサービス・ラ
ーニングのアセスメントを参考としている[Bringle2000] [Steinke2007]．評価方法としては，
福島県昭和村での半日間のフィールド調査後に，各項目について自分の能力が向上したと
感じるかどうかを 1：Strongly Disagree，2：Disagree，3：Agree，4：Strongly Agree の 4
段階で自己評価を行った．回答数は日本人学生 25 名，外国人学生 31 名となっている． 
その結果，いずれの項目においても図 5.7 のとおり概ね高い評価が得られた．ただし，ここ
でも PBL 全体の Learning Outcomes Assessment と同様に日本人学生の自己評価が外国人
学生よりも低く，特に項目 3「自らの意見を他のメンバーに伝える」，項目 8「建設的な提案
を行う」，項目 9「交渉および調整」においてそれが顕著に表れている．いずれもチームメ
ンバーとの間で意見の相違や衝突が生じる可能性を含む行為だが，グローバルな環境下で
プロジェクトを進める上では必要不可欠とされるものである．日本人学生が苦手とするこ
れらの項目に対しては，事前研修を実施して議論の手法やチーム内のコンフリクト・マネジ
メントを学ぶ機会を設けるなどの方策が有効だと考えられる． 
表 5.5 昭和村フィールド調査における評価項目 
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図 5.7 昭和村フィールド調査における自己評価平均値 
 
（２）社会的課題に対する認識 
 本プログラムの第 2 のアプローチとして，産学地域連携を通じた社会的課題に対する学
生の意識喚起がある．これについては，「昭和村のフィールドワークで有意義だったこと」
を Questionnaire for Field Research in Showa Village，「PBL 全体を通じて得られたこと」
を Learning Outcomes Assessment でそれぞれ記述での回答を求めた．  
まず，昭和村のフィールド調査で有意義だったことについては，質問票を日英併記とし
て回答も日本語可としたため，日本人学生から 25 件，外国人学生から 29 件のコメントを
得た．その結果，図 5.8 に示したとおり，日本人学生では「住民との交流」に関するコメ
ントが最多の 36.0％，外国人学生は「歴史・文化を知った」とのコメントが 34.5％で最も
大きな割合を占めている．少子高齢化・過疎化といった「地方の現状・課題を知った」に
分類されるコメントについては，事前にその目的についてブリーフィングを実施したにも
関わらず，それぞれ日本人 16％，外国人 17.2％にとどまっている． 
さらにフィールド調査の改善提案についても尋ねたところ，「調査内容を前もって伝えて
ほしい」，「インタビュー内容を明確に指示してほしい」といったコメントが複数あげられた．
今回は「驚き体験」としての位置づけから調査実施直前の情報提供となったが，そのタイミ
ングや内容，課題の出し方を検討し，社会課題を自らの問題として捉え，エンジニアとして
の役割を意識させるような工夫が必要である．その一例として，ルーブリック等を利用して
学習教育目標を事前に明確に伝えることで対応を図ることが望まれる． 
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図 5.8 昭和村のフィールド調査で有意義だったこと 
 
 
 続いて，PBL 全体を通じて得られたことに関して，コメントが複数記述されている場
合はそれぞれを 1 件としてカウントし，日本人学生からは 26 件，外国人学生からは 83 件
のコメントが寄せられた．記述内容の内訳を見ると，図 5.9 のとおり日本人学生の回答の
50.0％が「英語力」をあげる一方で，外国人学生は「多国籍・多分野でのチームワークスキ
ル」が 22.9％で最多となっている．これに対して社会的課題につながる「グローバル社会の
認識」を得られたとの回答数は日本人学生・外国人学生ともに 2 件のみとなっている．プロ
グラム開始時にルーブリックを用いて目標設定を示すなど，学生への意識付けがより一層
必要と思われる． 
なお，日本人学生の回答が外国人学生に比して少ない理由としては，設問の表記が英文の
みであったことから英語の苦手な学生が回答を避けたと考えられる．自由記述は日本語に
よる回答も可とすることで，より多くのフィードバックが得られると予想される． 
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図 5.9 PBL 全体を通じて得られたこと 
 
5.5 グローバル・コンピテンシー向上を図る国際プログラム開発の成果と課題 
 本章では，技術者教育に求められている多様性と社会的課題への対応という視点から，多
国籍・多分野・産学地域連携 PBL の開発と学修成果について述べた．そのなかで，開発の
過程においては既存の協定校との連携強化，新規協定校の開拓が行われ，本プログラムを通
じて 2 国間連携が多国間連携へと発展したことを示した． 
また，多国籍・多分野によるチーム編成のなかで，学生達が多様性を認識し，コミュニケ
ーションやチームワークのコンピテンシーを向上させたことが，学修成果の評価から明ら
かとなった．企業や地方自治体との連携により，実社会につながるプロジェクト・テーマに
取り組むことが可能となったが，参加学生に社会的課題への意識喚起を促すにはより一層
の改善が求められることが示された． 
さらに，本プログラムの実施後，各校間で学生のモビリティが拡大し，留学やインターン
シップ実施へとつながっている．帰国した参加学生が自らの大学で新設された国際 PBL で
TA を務めるなど，継続的な人材育成が図られている． 
なお，こうした学生の派遣・受入を通じて国際プログラム担当職員の大学間ネットワーク
が強化されノウハウの移転が図られるとともに，教員間では技術者教育研究で国際連携が
始まるなど，プログラム開発によるコンピテンシー向上の波及効果は学生のみならず教職
員にも及んでいるといえる． 
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【本章の研究成果まとめ】 
 理工系人材のグローバル・コンピテンシーを開発，底上げするための教育モデルとして，
多国籍・多分野・地域連携 PBL のプログラムデザインとアセスメント手法の有効性を
示した． 
 グローバル環境下でチームによる課題解決に挑戦することで，参加者のコンピテンシ
ー認識に肯定的な変化が生まれることが示唆された． 
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第 6 章 
国際プログラムにおけるグローバル・コンピテンシーの 
アセスメント 
 
 
6.1 背景および本章の目的 
近年の企業活動のグローバル化や技術革新の拡大に伴い，国籍や専門分野において多様
性を有する環境の中でチームワークを発揮し，課題の設定や解決に取り組みイノベーショ
ンを担うことのできる理工系人材の育成が求められている．2015 年度に千葉大学が実施し
た「工学分野における理工系人材育成の在り方に関する調査研究」によれば，企業側が「新
卒者に，とくに不足していると感じるもの」のなかで「問題解決・ものづくり」，「コミュニ
ケーション」そして「リーダーシップ」の回答比率が高くなっている[千葉大学 2016]．ま
た日本経済団体連合会によるアンケート結果においても，大学卒業時に学生が修得を期待
される項目として，「主体性」，「コミュニケーション能力」，「協調性」そして「課題発見・
解決能力」が上位にあげられている[経団連 2015]． 
このような社会的要請に応じて，多くの教育機関では PBL（Project Based Learning：プ
ロジェクト型学習，プロジェクト実践教育）の導入が進んでいる．前章でも述べた通り，芝
浦工業大学においても，システム理工学部および大学院理工学研究科においてシステム工
学を基盤とした講義と演習を体系的に組み合わせた PBL 教育を実践してきた[小口
1992][井上 2010][井上 2013][古川 2016]．そしてその展開のなかで，グローバル環境でイ
ノベーションを創出する人材の育成を目標とし，海外派遣型および国内受入型の国際 PBL
プログラムを開発している[⾧谷川 2013][Inoue2015][Oda2016]． 
本章では，2016 年 12 月に芝浦工業大学にて実施された国際 PBL プログラム「多国籍・
多分野・産学地域連携 PBL」を事例として，グローバル・コンピテンシーのアセスメント
について論じる．具体的には，同プログラムで用いた多面的評価の結果を用い，参加学生が
有する社会人基礎力[経産省 2006]，英語力，国際協働作業の経験との関連を踏まえながら，
プロジェクトチームのなかで個々人がグローバル・コンピテンシーを発揮する要因を分析
する．そして，さらにそこから，国際プログラムにおけるアセスメントのあり方を検討する
ものである． 
 
6.2 PBL 型教育におけるコンピテンシー評価 
 講義等による知識取得型学習の場合，従来型の筆記試験を用いた学修成果の評価が有効
であるが，PBL で期待されるコミュニケーション，課題解決，リーダーシップといったコ
ンピテンシーに対しては，参加者による自己評価や相互評価，教員やチューターによる他者
評価，そして診断テスト等が用いられている． 
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技術者教育における PBL を通じた能力評価に関する先行研究としては，プログラム前後
の自己評価の比較検証[Hamoush2011]，PBL 参加者と非参加者の自己評価の比較検証
[Johnson2014]，参加者の自己評価と PROG テストによる検証[石田 2016]，参加者の自己・
相互・他者評価および EQ 診断テストによる検証[丸山 2014]，さらに CVF モデル
[Cameron2011]を用いた診断テストによる検証[Walters2011]等がなされている．ただし，
いずれのケースにおいても対象となる PBL の参加者は同一の教育機関に所属する学生群で
あり，国籍や母国語等の多様性は限定的といえる． 
一方，企業の海外展開が拡大するなかで，国際的な協働作業を推進する理工系人材の需要
が高まっており，教育機関においてはグローバル環境での活動機会の提供が求められてい
る．これに対して PBL でも多様な文化と専門性が混在するチーム編成とすることで，国際
協働プロジェクトの体験が可能となる．ただしその場合，単一の国籍・専門分野を有するメ
ンバーとの協働作業時と比べて個々人のコンピテンシーの発揮状況が異なってくる可能性
があり，アセスメントについても工夫が必要と考えられる．そこで次節以降では，多国籍・
多分野・地域連携 PBL の評価結果からコンピテンシーの発揮に関わる要因を分析する． 
 
6.3 アセスメント対象となるグローバル・コンピテンシー項目 
 多国籍・多分野・地域連携 PBL でグローバル・コンピテンシーをアセスメントするにあ
たり，まずは多岐にわたるコンピテンシー項目のなかから産業界で特に重視されているも
のを絞りこむ必要がある．山崎らは技術系グローバル企業の人事担当者 100 名に対してア
ンケートを行い，海外派遣技術者のコンピテンシーとして「協働力」，「計画立案力」，「課題
発見力」，「実践力」，「リーダーシップ」の 5 項目が特に強く求められているとの結果が得ら
れた[山崎 2018]． 
一方，PBL で必須となるチームワークに関する先行研究では，チームが成果を上げるた
めに発揮されるべきメンバー個々人の能力を「チームワーク能力」と定義し，それを構成す
る要素として「コミュニケーション能力」，「チーム志向能力」，「バックアップ能力」，「モニ
タリング能力」，「リーダーシップ能力」をあげている[相川 2012] [太幡 2016]．山崎らの調
査結果で示された 5 項目はこれらの要素に重なるものであり，PBL でチームによる協働作
業に携わる参加学生のコンピテンシーを評価する対象項目として適しているといえる． 
そこで本研究では，「協働力」，「計画立案力」，「課題発見力」，「実践力」，「リーダーシッ
プ」の 5 つに注目して PBL のアセスメントを進めていくこととする． 
 
6.4 国際 PBL におけるグローバル・コンピテンシーのアセスメント手法 
 多国・多分野・産学地域連携 PBL プログラムでは，ルーブリック型の Learning 
Outcomes Assessment を準備した．そこでは，システム工学の思考・手法を用いた PBL 
の学修目標に基づき，「協働力」，「計画立案力」，「課題発見力」，「実践力」，「リーダーシ
ップ」に該当するコンピテンシーをより具体的に示して表 6.1 の評価項目を設定した． 
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表 6.1 理工系人材に求められるコンピテンシーと評価項目 
 
調査では，上記の各項目についてそれぞれ 1（低い）～ 5（高い）の 5 段階評価で回答
を得ることとし，プログラム初日に参加学生個人の自己評価を行い，最終日に再び自己評
価および所属チームメンバーによる相互評価を実施した．なお，同プログラムの使用言語
は英語であり，調査票は英文で作成されている． 
前章で述べたとおり，2015 年度の多国籍・多分野・地域連携 PBL では，プログラムへ
の参加を通じてグローバル・コンピテンシーに対する学生の自己評価平均値が上昇したこ
とが明らかになり，プログラムの有効性が示された[織田 2016]．これに対し本章では，
2016 年度の同プログラムを事例とし，多様性を有するチームのなかで個々のメンバーのグ
ローバル・コンピテンシーがどのように発揮されたかを示す客観的なデータとして相互評
価の値を用いることとする．この相互評価の値と，プログラム参加者に対して実施された
下記の複数アセスメントの関係を検証し，コンピテンシーの発揮に影響する要因について
分析を行う． 
 
（1）PROG テストスコア[リアセック]：学生が本来有する社会人基礎力[経産省 2006] 
（2）TOEIC Listening and Reading（TOEIC L&R）テストスコア：ビジネスコミュニ 
ケーションにおける聞き取り・読み取りの英語力 
（3）工学系 CEFR-based Can-do リスト[山崎 2014]：技術的コンテクストにおける 
外国語コミュニケーション力 
（4）国際協働作業の経験 
 
コンピテンシー 評価対象となる活動
協働力 I-1 Work in multi-culture and interdisciplinaryteam
an ability to communicate and work in multi-
cultural and interdisciplinary team
計画立案力 I-2 Engineering design
an ability to design a system, component, or
process to meet desired needs within realistic
constrains
課題発見力 I-3
System Thinking
- solve interdisciplinary problem by
understanding engineering process
an ability to (1)understand engineering process and
apply it to solve interdisciplinary problem,
(2)recognize and analyze problem, and (3)design
and evaluate solution
実践力 I-4
Engineering methodology
- apply engineering methodologies to solve
interdisciplinary problem
an ability to understand engineering methodologies
and apply them to model, and determine system
リーダーシップ I-5 Leadership an ability to find out a situation and exertleadership in quick response to the status of group
評価項目（Evaluation Item）
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なお，2016 年度の多国籍・多分野・地域連携 PBL で用いられたアセスメント・ツール
と調査実施のタイミングについては表 6.2 のとおりである． 
 
表 6.2 アセスメント・ツールと調査実施のタイミング 
 
6.5 調査期間および対象者 
本調査は，2016 年 12 月 8～16 日に開催された多国籍・多分野・産学地域連携 PBL に
おいて実施された．表 6.2 で示した PBL 前の調査は 12 月 8 日，PBL 後の調査は同 16 日
に芝浦工業大学大宮キャンパス内で行われた． 
また，本調査の回答者はアジアを中心とした 14 カ国出身の 73 名である．表 6.3 に参加
者の所属大学および出身国と参加人数の内訳を示した．なお，回答者の専攻領域は下記の
理工系 24 分野に及ぶ．PBL では出身国や専攻分野の異なる 6～7 名のメンバーで 1 つのチ
ームを編成し，全体で 12 チームがそれぞれのプロジェクトに取り組んだ． 
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表 6.3 2016 年度多国籍・多分野・産学地域連携 PBL 参加者の所属校と出身国 
Institute 
Participant 
Home country Number 
King Mongkut’s University of Technology, Thonburi, 
Thailand 
Thailand 15 
Chulalongkorn University, Thailand Thailand 5 
Suranaree University of Technology, Thailand Thailand 5 
National University of Singapore 
India 
Singapore 
3 
1 
Institute of Technology of Cambodia Cambodia 3 
Institut Teknologi Sepuluh Nopember, Indonesia Indonesia 3 
Hanoi University of Science and Technology, Vietnam Vietnam 3 
Institute of Engineering & Technology, Mongolia Mongolia 2 
Tokyo Denki University, Japan Japan 3 
Shibaura Institute of Technology, Japan 
Argelia 
Brazil 
Germany 
Japan 
Malaysia 
Russia 
Ruwanda 
Thailand 
1 
1 
1 
21 
1 
1 
1 
3 
 
6.6 調査結果 
 6.6.1 PROG テストとの相関 
 PROG テストは表 6.4 のとおりリテラシーとコンピテンシーの 2 つの領域から受験者の
社会人基礎力を測定し，7 段階のレベルで提示するものである． Learning Outcomes 
Assessment の評価項目と PROG のコンピテンシー領域を構成する各能力を照らし合わせ
ると，「計画立案力」，「課題発見力」，「実践力」は対課題領域，「協働力」と「リーダーシ
ップ」は対人領域および対自己領域の要素を含んでいるといえる． 
PROG テストのスコアは学生が本来有している社会人基礎力のレベルを表しており，
Learning Outcomes の相互評価は多様性を有するプロジェクトチームでの参加者のパフォ
ーマンスのレベルを示している．つまり両者の相関を調べることで，PBL 参加学生がグロ
ーバル環境下で本来の力を発揮できたかどうかを確認することが可能となる． 
なお本調査では，リテラシーテストは日本人が日本語版，タイ人がタイ語版，それ以外
の学生は英語版を受験し，コンピテンシーテストは全員が英語版を受験した． 
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表 6.4 PROG コンピテンシーの構成要素 
 
出典：株式会社リアセック http://www.riasec.co.jp/prog_hp/  
 
 
図 6.1 Learning Outcomes 相互評価と PROG コンピテンシー領域レベルとの相関 
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 PBL 参加者 73 名のうち，PROG 未受験の 1 名を除く 72 名について Learning 
Outcomes 5 項目の相互評価平均値と PROG コンピテンシー領域の総合成績について相関
を検証した結果が図 6.1 である．ここではごく弱い相関（r=0.226）しか認められず，高い
基礎力レベルを有する参加者が必ずしもチーム内のパフォーマンスにおいても高評価を得
ているわけではないことが示唆された．また，PROG で同レベルの基礎力を有する学生で
あっても，チームメンバーによる評価には大きなばらつきがあることがわかった． 
そこで次節以降では，グローバル環境下でのパフォーマンスに影響を及ぼすと考えられ
る語学力および国際協働経験について要因について検証を行う． 
 
6.6.2 TOEIC L&R スコアとの相関 
 国際 PBL プログラムは英語を共通言語とし，プログラムの進行，チーム作業，報告発表
のいずれも英語を使用する．ただし参加者の選考にあたっては英語力を必須条件とはせ
ず，プログラム中は辞書やパソコン，スマートフォン等の機器使用による和訳や英訳，ボ
ディランゲージや描画等のあらゆる手段を用いてコミュニケーションをとることを許可し
た．そのため参加者の英語力には開きがある． 
 
図 6.2 英語力レベル別の Learning Outcomes 相互評価平均値 
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 図 6.2 は，参加者の英語力レベルを Advanced (目安として TOEIC L&R テスト 801 点
以上) ，Pre-advanced (同 601～800 点) ，Intermediate (同 350～600 点) ，Elementary 
(同 349 点以下) の 4 段階で調査し，回答のあった 68 名をレベル別のグループに分けて
Learning Outcomes 相互評価の平均値を出したものである．グループ平均値では英語力レ
ベルが高くなるにつれてチームメンバーからの評価も高くなる傾向にあり，Elementary レ
ベルの参加者は特にリーダーシップの項目で評価が低くなっていることがわかる． 
ただし，この 68 名のうち TOEIC L&R テストスコアを保有している 53 名について
Learning Outcomes 相互評価との相関を調べたところ，図 6.3～6.5 のような結果が得られ
た．図 6.3 は Learning Outcomes 5 項目の平均値，図 6.4 は同 Work in multi-culture and 
interdisciplinary team 項目の値，図 6.5 は同 Leadership 項目の値との相関を示している．
それぞれ r=0.363，r=0.373，r=0.349 と相関は弱く， TOEIC L&R テストスコアがその
ままチーム内のパフォーマンスに結び付いているとは言い切れない．スコアが 600 点以下
の参加者であっても，高スコア保持者と同等の評価を得ているケースが多数見られる． 
この背景として，TOEIC L&R テストがビジネスコミュニケーションの場面を想定して
いること，また聞き取りと読み取りのみの英語力測定であることから，PBL で用いられる
技術的かつインタラクティブな場面でのコミュニケーション力を評価しにくいという点が
考えられる．そこで次節では技術的コンテクストにおける外国語コミュニケーション力を
評価するために開発された工学系 CEFR-based Can-do list による検証を行う． 
 
 
図 6.3 Learning Outcomes 相互評価平均値と TOEIC L&R スコアとの相関 
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図 6.4 Learning Outcomes 相互評価（Work in multi-culture and interdisciplinary team）
と TOEIC L&R スコアとの相関 
 
図 6.5 Learning Outcomes 相互評価（Leadership）と TOEIC L&R スコアとの相関 
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 6.6.3 工学系 CEFR-based Can-do リストとの相関 
前節で述べたように，理工系人材の外国語コミュニケーション力を評価するためには，
技術という共通基盤を有する者同士の指標が必要とされる．この観点から山崎らが開発し
たのが工学系 CEFR-based Can-do リストである[山崎 2014][山崎 2016]． 
同リストの基本構造は図 6.6 のようになっており，言語の産出活動，受容活動，相互活
動について各 5 項目，全 15 項目の能力記述文（Can-do descriptors）を用い，言語運用能
力を A1, A1+, A2, A2+, B1, B1+, B2, B2+, C1, C2 の 10 段階で表すことが可能である． 
2016 年度多国籍・多分野・地域連携 PBL では，同リストの日本語版，英語版，タイ語
版，ベトナム語版で用意してプログラム最終日に調査を実施し，参加者 73 名のうち 70 名
から回答を得た． 
 
図 6.6 工学系 CEFR-based Can-do リストの基本構造[山崎 2016] 
 
 本節では，この 10 段階の言語運用能力レベルを 1～10 のポイントに置き換え，PBL 参
加学生の Learning Outcomes 5 項目の相互評価値との相関を確認する，なお，工学系
CEFR-based Can-do リストは日本人理工系学生と日本人技術系実務者への調査に基づき開
発された背景から，ここでは PBL 参加者のうち日本人学生 23 名について検証を行い，各
項目の相関係数を表 6.5 に示した． 
 ここでは，グローバル環境下のプロジェクトチームで活動する際のパフォーマンスに結
び付く言語運用能力として，スピーキング・リスニング・会話の基礎，電子メールのよう
な簡潔な技術的文章の読解，そしてプロジェクトの共同遂行（物や情報の要求・提供
等），技術的話題での交渉，通信の基礎が比較的高い相関を有することが示唆された． 
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表 6.5 工学系 CEFR-based Can-do リストと Learning Outcomes 相互評価の相関（r 値） 
 
 
 
 
 
 
  
日本人学生（n=23)
Learning Outcomes
Evaluation Items
Basic
Speaking
Technical
Presentation
Basic Writing Summarizing
Technical
Requirement
Procedures
Technical
Writing
Work in multi-culture and
interdisciplinary team 0.530 0.509 0.397 0.420 0.405
Engineering Design 0.659 0.441 0.291 0.436 0.286
System Thinking 0.451 0.451 0.400 0.466 0.387
Engineering Methodology 0.435 0.324 0.404 0.355 0.344
Leadership 0.541 0.440 0.378 0.439 0.393
英語でアウトプットする場面（産出活動）
日本人学生（n=23)
Learning Outcomes
Evaluation Items
Basic
Listening
Basic
Reading
Reading
Technical E-
mail
Reading
Technical
Instructions
and Manuals
Technical
Reading
Work in multi-culture and
interdisciplinary team 0.481 0.386 0.386 0.408 0.450
Engineering Design 0.415 0.382 0.546 0.424 0.265
System Thinking 0.487 0.355 0.544 0.465 0.439
Engineering Methodology 0.444 0.391 0.557 0.437 0.363
Leadership 0.530 0.384 0.481 0.514 0.414
英語をインプットする場面（受容活動）
日本人学生（n=23)
Learning Outcomes
Evaluation Items
Basic
Conversation
Technical
Discussion
Cooperation
in Projects
Technical
Negotiation
Basic
Telecommuni
cation
Work in multi-culture and
interdisciplinary team 0.551 0.442 0.464 0.498 0.414
Engineering Design 0.458 0.328 0.551 0.420 0.493
System Thinking 0.529 0.448 0.451 0.491 0.466
Engineering Methodology 0.409 0.353 0.367 0.431 0.450
Leadership 0.548 0.412 0.473 0.510 0.533
英語でやりとりする場面（相互行為）
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また注目すべき点として，言語の産出活動，受容活動，相互行為の三領域のうち，相互
行為の各項目が Learning Outcomes 評価値との相関が高いということがあげられる．同領
域の項目は日本語版で①会話の基礎，②技術的な話題で議論する，③協同でプロジェクト
を進める，④技術的話題で交渉する，⑤通信の基礎（メール等を用いた情報・意見交換）
となっている．これらは受容活動（聞き取りと読み取り）を対象とした TOEIC L&R テス
トのスコアには反映されにくい外国語コミュニケーション能力である．第 3 章で明らかと
なったように，これからの理工系人材には多様性のあるチームのなかで自らの専門性を発
揮し成果を出すことが求められており，そのような現実の言語活動の各場面を想定した工
学系 CEFR-based Can-do による評価が有効であることが示されたといえる． 
 
 
6.6.4 国際協働作業経験との関係 
 本節では，グローバル環境下のプロジェクトチーム内でコンピテンシーを発揮するため
の要因として，国際協働作業経験について検証する．2016 年度多国籍・多分野・地域連携
PBL においては，プログラム初日に過去の国際的な協働作業の経験についてアンケート調
査を行った．これは出身国あるいは国外において異なる文化や言語を有する人々とともに
何らかの目的を有する活動を行った経験を指しており，観光旅行や協働作業を伴わない語
学研修等は含まない． 
協働作業経験の有無を踏まえて参加者をグループ分けし，Learning Outcomes の相互評
価平均値を出した結果が図 6.7 である．グラフが示すように，日本人学生のなかでも経験
者は相互評価の値が外国人学生と同水準に位置している．これに対し，同経験を持たずに 
PBL に参加した日本人学生はチームメンバーによる評価が全項目において他のグループを
下回り，特にリーダーシップへの評価が最も低い結果となっている．これにより，グロー
バル環境下での協働作業の経験がコンピテンシーの底上げに結び付く可能性が示された．
とりわけリーダーシップの向上にはそうした経験が大きく寄与すると考えられ，多国籍・
多分野 PBL のような機会を繰り返し提供することが人材育成の上で有効であると考えら
れる． 
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図 6.7 国際協働作業経験の有無による Learning Outcomes 相互評価平均値の比較 
 
 
さらに，国際協働経験の有無がグローバル環境下での基礎力の発揮に関わっているかを
調べるため，Learning Outcomes 相互評価と PROG テストとの相関に同経験の情報を付与
して検証したものが図 6.8 および図 6.9 である．白抜きのマーカーが国際経験のある学
生，黒いマーカーが経験のない学生となっている．ここでは 2015 年度多国籍・多分野・
地域連携 PBL 参加者のデータを用いている． 
図 6.8 は Learning Outcomes の Work in multi-culture and interdisciplinary team 項目と
Leadership 項目の平均値と，PROG の対人基礎力と対自己基礎力の平均値の相関である． 
PROG スコアが同レベルの学生でも，国際経験を持っている者が高い相互評価を得る傾向
にあることがわかる． 
また，図 6.9 は Learning Outcomes の Engineering Design 項目，System Thinking 項
目，Engineering Methodology 項目の平均値と，PROG の対課題基礎力の相関である．こ
ちらは図 6.8 ほど顕著ではないが，高い相互評価を得ている学生には国際協働作業の経験
を有する者が多くなっている．ここにおいても，グローバル環境下でのコンピテンシーの
発揮において国際協働作業の経験が有効との可能性が示唆された． 
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図 6.8 Learning Outcomes 相互評価（Work in multi-culture and interdisciplinary team
と Leadership の平均値）と PROG（対人基礎力と対自己基礎力の平均値）の相関 
図 6.9  Learning Outcomes 相互評価（Engineering Design，System Thinking，
Engineering Methodology の平均値）と PROG（対課題基礎力）の相関 
PROG Test Level 
PROG Test Level 
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6.7 グローバル・コンピテンシーのアセスメントに関する考察 
 本章では，多国籍・多分野・地域連携 PBL で実施したアセスメントの結果を用い，参加
学生のグローバル・コンピテンシーがどのように発揮され，そこにどのような要因が関係
しているかについて論じた． 
 Learning Outcomes の相互評価をグローバル環境下のチーム活動でのパフォーマンスを
表す指標とし，PROG テスト，TOEIC L&R テスト，工学系 CEFR-based Can-do リス
ト，そして国際協働作業の経験との関係から検証した．その結果，PROG テストで示され
た潜在的なコンピテンシーを発揮するには，①相互行為に関わる言語コミュニケーション
能力を強化すること，また②国際協働作業を経験することが有効であると示唆された． 
単一アセスメントの場合は参加学生のコンピテンシーレベルの把握に留まるが，このよ
うな複数のアセスメントを用いた多面的な分析により，各コンピテンシー項目の発揮度合
いやその背景にある要因を明らかにすることができた．国際プログラムにおけるアセスメ
ントは，参加学生の成績評価だけではなく，多面的な分析を加えることでプログラムやカ
リキュラムの改善への活用が可能となった． 
ここから，第 3 章で論じたグローバル・コンピテンシーの 4 領域である knowledge, 
skills, attitudes, identity を総合的に開発し底上げするプログラムとして，多国籍・多分
野・地域連携 PBL が以下の点で有効であるといえる． 
 
 課題解決のためのシステム思考，読解力・分析力，創造力の強化，専門知識・技術
の応用力強化 
 チームメンバーや担当教職員，ティーチング・アシスタント，連携先企業・自治体
担当者等とのコミュニケーションを通じた調整力，行動力の強化 
 ディスカッションやプレゼンテーションを通じた言語コミュニケーション能力，論
理展開力の強化 
 企業や自治体が抱える実社会の課題に取り組むことによる政治経済や社会情勢，国
際情勢に対する関心（好奇心，探求心，想像力）の向上 
 国籍や言語，宗教，専攻領域が異なる参加者の異文化多様性受容度の向上 
 他国との比較を通じた視野の拡大，グローバルとローカルな市民意識の向上 
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6.8 グローバル・コンピテンシーの開発と評価のモデル 
 国際プログラムの評価にあたっては，従来の事例では参加者毎の（1）知識と技術の修
得や（2）姿勢と意識の向上について，事前事後あるいは非参加者との比較からその有効
性を論じる傾向にあった．しかしながら第 3 章の図 3.11 で論じたように，国際プログラム
は過去に修得した knowledge と skills を実践で活用してその有用性と不足を認識し，異文
化や社会課題との接触により attitudes と identity を向上し，参加後のふり返りを通じて新
たな knowledge と skills の修得が促されるという循環によりグローバル・コンピテンシー
の開発と強化を図るものである．そしてその評価についても新たな視点が必要とされてい
る．具体的には（3）これまでに修得した知識と技術が実践で発揮されたか，（4）社会課
題・国際課題の解決における技術者としての役割を認識できたか，（5）新たな技術や知識
の修得意欲向上につながったかの 3 点があげられる． 
このような観点から，国際プログラムを通じたグローバル・コンピテンシーの開発と強
化の評価は，図 6.10 に示したようなアセスメント手法を組み合わせて検証を行う必要があ
り，さらにそこから（1）～（5）を効果的に促す要因を分析することで事前事後を含めた
プログラムの改善を図ることが可能となるといえる． 
 
図 6.10 理工系人材のグローバル・コンピテンシーとの開発と評価モデル 
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本図に照らし合わせると，本章では多国籍・多分野・地域連携 PBL 事例から参加者の
（1）知識と技術（PROG リテラシー）および（2）姿勢と意識（PROG コンピテンシ
ー）を確認した上で（3）修得知識・技術の実践での発揮度合い（Learning Outcomes 相
互評価）を検証し，それに影響を与える要因（TOEIC L&R テスト，工学系 CEFR-based 
Can-do List，国際経験）について分析を試みた．さらに（4）課題解決における技術者と
しての役割認識と（5）新たな技術や知識の取得意欲向上，またそれらを促す要因を明ら
かにするためには，参加者のインタビューやフィードバック，プログラム後のふり返り，
継続的なモニタリングを取り入れる必要がある． 
 
 
 
【本章の研究成果まとめ】 
 複数のアセスメント・ツールを用い，その結果を複合的に分析することで，グローバル
環境下でのコンピテンシーの発揮と相関の高い要因（相互行為に関わる言語コミュニ
ケーション能力と国際協働作業の経験）を明らかにした． 
 参加学生の学修成果を測定するだけではなく，プログラムの開発や改善のために PBL
の多面的アセスメントが有効であることを示した． 
 理工系人材のグローバル・コンピテンシーとの開発と評価モデルの概念図を作成した． 
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第 7 章 
結論 
 
 
 理工系人材のグローバル・コンピテンシーには多岐にわたる定義が存在し，多種多様なア
セスメント手法が存在してきた．本論文は先行研究の変遷と議論を総括し，コンピテンシー
を knowledge，skills，attitudes，identity の 4 領域に分類し，その範囲が knowledge，skills
の修得から attitudes，identity の向上へと段階的に広がったことを指摘した．合わせて，コ
ンピテンシーの変化に伴って多様化したアセスメント手法を整理した． 
 また，日本企業への量的・質的調査を通じて国際業務の現場で必要とされる具体的なコン
ピテンシー項目を抽出し，専門性と併せて論理展開力，調整力，異文化多様性の受容と知的
好奇心，探求心，行動力が重視されていることを示した．一方，日本人学生の認識を調査し
た結果，知識や技術の交換や適用を伴う国際経験＝国際プログラムへの参加がグローバル・
コンピテンシーの開発と強化に影響していることが明らかになった．そこでは 1 ヶ月未満
の短期プログラムであっても学生の認識を変化させる効果があること，さらに国際比較か
らプログラムを経験することで欧米の理工系学生と同レベルまで向上することも示唆され
た． 
 これらの議論を踏まえて理工系人材に求められるグローバル・コンピテンシーの概念図
をまとめ，①knowledge と skills の修得と②国際プログラムを通じた実践，③異文化多様性
や社会課題との接触による attitudes と identity の向上，④振り返りによる knowledge や
skills の再修得の動機付け，といった 4 段階の循環からコンピテンシーの開発と強化がもた
らされることを示した． 
このような国際プログラムの事例として，本論文後半では多国籍・多分野・地域連携 PBL
を取り上げ，そのプログラムデザインを解説し，複数のアセスメント手法を組み合わせた評
価を試みることで有用性を確認した． 
以上の研究の成果として本論文では knowledge，skills，attitudes，identity の修得→実践
→向上→振り返りの循環のなかで国際プログラムを捉えたコンピテンシー開発と評価のモ
デルを作成したが，あわせて今後の課題として次の点を指摘したい． 
 まずは，knowledge，skills，attitude，identity のなかで特に global citizenship について日
本人実務経験者や日本人理工系学生の意識が薄い点があげられる．これは第 4 章で取り上
げた異文化多様性受容においても，多様性が重要であると「認識」する傾向は強いものの，
「感情」の面では依然として抵抗感や苦手意識が表れていることにも関連していると思わ
れる．企業インタビューで指摘されたように若い世代を中心として国内志向が強まる傾向
があるとすれば，世界各国と同様に日本の理工系人材育成においても Global Citizenship 
Education の取り組みが必要だといえる． 
また国際プログラムの評価について，語学研修，PBL，インターンシップ等，参加者の拡
96 
 
大および多様化が進む短期プログラムの質保証を図るために共通のアセスメント指標を設
定するとともに，各プログラムの特性に応じた個別アセスメント手法を検討する必要があ
る．なお PBL のなかでも課題の提示や解決へのアプローチ，実社会との関り度合によって
学修成果の内容は異なっており，今回モデルとした多国籍・多分野・地域連携 PBL が持つ
特性や有効性を，他の PBL との比較から明らかにすることも期待される．さらに国際プロ
グラムの経験が knowledge，skills，attitude，identity の循環によりコンピテンシー強化に結
び付いたかどうかという点で，参加後の行動や資質の変化，進路選択や将来的なキャリアへ
の影響についても⾧期的・継続的な調査が望まれる． 
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